
１．一般会計

注：◎は実施計画事業 ○は主な事業 △は拡充事業 (単位 千円)

10 15,818,680 8,706,570

5 14,277,370 7,429,710

15 138,480 165,520

○ 広報うらやす等発行費 57,253 53,110 55

○広報うらやす 57,138 52,973

○ 6,960 6,401

○インターネット市政モニター経費 5,986 5,333

○ インターネットホームページ作成事業 7,765 42,247

○公式ホームページ運営経費 5,218 3,580

17 53,810 62,070

○ 市民参加・協働推進事業 1,167 4,905 57

○ 市民活動促進事業 31,479 32,031

○市民活動促進経費 3,273 3,788

○市民活動センター管理運営経費 21,818 21,781

○市民活動補助金 6,000 6,000

市民活動団体が主体的に行う公益的な事業に対し、補助を行う。

20 164,140 222,200

○ 公会計及び企業会計的決算業務 12,559 8,721

○財政情報提供経費 9,206 5,319

財政管理費

企業会計的手法による財務書類を作成する。また、国から統一的
な基準が公表されたことを受け、これまでの基準モデルから、今
後、概ね３年間において移行に向けた準備を進める。

市民活動支援の拠点施設である市民活動センターの管理運営を行
う。

広聴関係事業

インターネットや電子メールの特性や即時性を生かし、市行政に
対する市民の意識を短期間で把握し、施策の企画や実施の参考に資
することを目的とする。

公式ホームページを開設し、市政情報や市からのお知らせなどを
分かりやすく、検索しやすい方法で提供する。

協働推進費

市民・地域との協働を推進していくため、協働事業提案制度の実
施や附属機関である市民参加推進会議の運営費。

26年度
当初予算額

予算書
ページ

総務費

総務管理費

広聴広報費

市政全般に関する情報を市民にわかりやすく正確に提供し、市政
への理解と協力を得ることを目的に「広報うらやす」を月２回発行
している。また、市内在住外国人に対し、市からの情報をより多く
提供するため「CityNewsうらやす」を月１回発行している。

Ⅵ . 平 成 27 年 度 主 要 施 策 事 業

款 項 目 科目名（事業名及び内容）
27年度

当初予算額

市民活動の普及、促進を図るため、情報誌の発行などを行う。
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注：◎は実施計画事業 ○は主な事業 △は拡充事業 (単位 千円)

26年度
当初予算額

予算書
ページ

款 項 目 科目名（事業名及び内容）
27年度

当初予算額

30 485,540 484,430

○ 庁舎等管理運営費 286,967 287,100 59

○第２庁舎解体設計等経費【新規】 2,240 －

○ 新浦安駅前複合施設整備運営事業（債務負担行為分） 110,660 113,796

○新浦安駅前複合施設整備費 62,372 64,826

24,466 25,148

○インフォメーションコーナー管理運営費 11,593 11,593

○施設用自転車及び自動車駐車場管理運営費 12,229 12,229

○ 財産管理事業 74,484 72,172

○公共施設等総合管理計画検討経費【新規】 3,240 －

○ 新庁舎総合管理業務委託経費（債務負担行為分）【新規】 － － 222

○ 新庁舎移転関連経費（債務負担行為分）【新規】 － －

○ 第２庁舎解体経費（債務負担行為分）【新規】 － －

○ 新庁舎複合機等賃借料（債務負担行為分）【新規】 － － 216

○ 契約事務運営事業 9,635 9,066 61

○専門委員１名分報酬 2,160 2,160

○電子入札システム運用経費 4,976 4,450

第２庁舎の解体工事を行うための経費。

複合機、印刷機等の賃貸借のための経費。

財産管理費

新庁舎移転後、第２庁舎の解体工事を行うための設計委託経費。

○新浦安駅前複合施設維持管理経費

新浦安駅前プラザの施設維持・管理等の経費。

道路、橋梁、建築物等の公共施設等について、総合的かつ長期的
な視点から計画的に更新、長寿命化を推進し、財政支出の平準化を
図る計画策定に向けた検討を行う。

新庁舎の総合管理業務を行うための経費。

新庁舎への移転に伴う、備品等の購入、引越業務委託、廃棄備品
等の処分委託経費。

本市の入札・契約制度の在り方について、法的見地から助言や提
言をもらうため専門委員を委嘱する。

インターネットを通じて業者登録申請や入札を行い、契約事務の
透明性や公平性の向上を図る。
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注：◎は実施計画事業 ○は主な事業 △は拡充事業 (単位 千円)

26年度
当初予算額

予算書
ページ

款 項 目 科目名（事業名及び内容）
27年度

当初予算額

35 61,120 43,790

○ 浦安環境共生都市推進事業 1,138 8,687 61

○浦安環境共生都市コンソーシアム負担金 1,080 1,080

○ 企画政策調査検討事業 39,263 9,128

◎企画関係調査経費 11,978 4,658

◎シティプロモーション調査検討経費 21,735 4,320

◎入船北小学校跡利用調査検討経費【新規】 5,400 －

○ 賢人会議運営事業 928 928

○ 行政改革推進事業 241 269

○行政改革推進委員会委員８名分報酬 218 245

○ 男女共同参画社会づくり事業 11,928 12,140 63

○ 1,067 1,144

37 51,960 101,680

◎ ファシリティマネジメント調査検討経費 46,116 96,012

平成26年度をもって閉校となる入船北小学校の利・活用に関する
提案募集や提案内容の審査等を行うための委員会の設立、運営を行
う。

専門的・学術的な視点や民間の経営感覚を市政に活かすことを目
的に、有識者で構成する賢人会議を開催する。

市長の諮問機関として、市民や学識者８名で構成し、行政改革に
関する事項について審議を行い、意見を伺う。

男女共同参画センターにおいて、男女共同参画に関する様々な情
報提供や相談事業を行うとともに、男女共同参画意識の醸成を図る
ため、講座や講演会を開催する。

ドメスティックバイオレンス（ＤＶ）対策推進事業

ＤＶ防止に向け、ＤＶの正しい理解を促すとともに、被害者の緊
急保護や自立に向けた支援を行う。

営繕費

公共建築物を良好な状態に保ち、安定したサービスを提供するた
め市有施設の経営的管理手法であるファシリティマネジメントを導
入し、具体的な活用方法等について検討し、施設白書を作成する。

企画政策費

浦安環境共生都市の検討を行うため、平成23年度に立ち上げた
「浦安環境共生都市コンソーシアム」に、引き続き参画する負担金
として支出する。

人口推計のための基礎的データ作成や、未開発となっている新町
地域土地利用の調査検討、また、アンテナ職員制度を実施する。

本市の魅力を市内外に発信するため、専門的な人材を活用し、具
体的な方策を立案するとともに、プロモーション活動を実証する。
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注：◎は実施計画事業 ○は主な事業 △は拡充事業 (単位 千円)

26年度
当初予算額

予算書
ページ

款 項 目 科目名（事業名及び内容）
27年度

当初予算額

38 9,446,690 1,095,320

◎ 庁舎等建設事業 9,446,690 1,095,320

◎庁舎等建設事業（継続費分） 9,381,000 1,091,500

◎庁舎等建設事業関連経費 17,997 3,732

◎庁舎外構整備事業【新規】 13,595 －

◎庁舎駐車場建設事業（実施設計）【新規】 34,010 －

◎新庁舎エネルギーサービス事業（債務負担行為分）【新規】 － － 224

42 537,010 368,190

◎ 自治会集会所新築事業 188,410 7,480 65

◎シーガーデン新浦安自治会集会所新築事業【新規】 46,683 －

◎さつき苑自治会集会所新築事業【新規】 70,089 －

◎パークシティ弁天自治会集会所新築事業【新規】 67,080 －

地域ネットワーク費

新庁舎建設後、浦安公園を整備するため総合駐車場を廃止するこ
とから、シビックセンターコア地区への利便性を保持するため、総
合駐車場と同規模の立体駐車場を計画しており、本年度は実施設計
を作成する。

新庁舎に設置するガスコージェネレーションシステムによる常用
発電機について、設置工事とその後の運転管理業務を委託すること
により、初期投資と長期間の運転維持管理費を平準化するもので、
併せて、分散型電源導入促進事業費補助制度の活用により全体事業
費の低減を図る。

庁舎建設費

新庁舎建設工事は、設計施工一括方式により４年間の継続事業と
して建設を進めている。３年目となる本年度は、平成28年春の竣工
に向け、躯体工事、内外装工事、電気設備工事、機械設備工事等を
行う。

庁舎等建設事業に関連して、電気・ガス・水道の引込負担金、新
庁舎竣工に伴う竣工式支援業務等の経費。

新庁舎建設に伴い、新庁舎周囲の植栽整備工事を行う。

シーガーデン新浦安自治会集会所(予定地：日の出３-３-４、地籍
351.20㎡)に建設する。
なお、同集会所は、老人クラブ会館(シーガーデン・日の出クラブ)
と合築とする。

さつき苑自治会集会所（入船４‐46‐１、地籍142㎡、延床67.34
㎡）は建設以来３５年を経過した施設であり、東日本大震災におい
て半壊判定を受けた施設であったことから、本年度に木造２階建て
を建設（建て替え）する。

パークシティ弁天自治会集会所（弁天２-19-１、地籍999.30㎡、
延床162.38㎡）は東日本大震災により建て替える必要があると判断
し、解体、実施設計及び建設をする。。
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注：◎は実施計画事業 ○は主な事業 △は拡充事業 (単位 千円)

26年度
当初予算額

予算書
ページ

款 項 目 科目名（事業名及び内容）
27年度

当初予算額

◎望海の街自治会集会所新築事業（実施設計）【新規】 4,558 －

○ 都市交流推進事業 4,200 8,099

○ 国際理解推進事業 8,091 4,716

○外国人相談窓口経費 3,380 3,405

○国際理解推進事業経費 4,711 1311

○ 非核平和事業 4,508 4,472

○平和学習青少年派遣事業 2,210 2,206

○原爆展及び被爆体験講話事業 1,569 1,182

○ 補助金 137,920 129,765

○市民憲章運動推進第５０回全国大会浦安大会補助金【新規】 4,000 － 67

47 51,050 47,640

50,928 47,508

○自主防犯・見守り隊活動支援経費 2,426 1,991

外国人にも住みやすいまちにしていくための相談窓口として、外
国人アドバイザーが生活情報の提供や生活上の問題などの相談に対
応する。

互いの文化の共通点や相違点を理解し、市民一人ひとりの国際理
解を深めることを目的とした各種イベントを実施する。また、各課
が所有・作成するパンフレット等の翻訳や、外国人向けの生活ガイ
ドブックの作成を行う。

８月９日の長崎原爆投下日にあわせて開催される青少年ピース
フォーラムに、市内中学生を派遣する。

原爆関連資料の展示及び被爆体験者による講話を行い、戦争（原
爆）の悲惨さや平和の尊さを市民へ啓発する。

防犯費

○防犯活動推進事業

各種団体や市民ボランティア、学生ボランティアが行う防犯活動
に対し、帽子や腕章などの貸与やパトロール車両の貸し出しを行
う。また、地域内の自治会や小・中学校ＰＴＡ、防犯協力者等が連
携を図りながら効果的な防犯活動が行えるよう支援する。

ふるさとづくり推進協議会が加盟する全国市民憲章運動連絡協議
会が毎年度開催する市民憲章運動推進全国大会を、本年度第５０回
浦安大会として本市で開催することとなった。
本大会の運営主体となる浦安大会実行委員会に対し、大会運営に要
する経費の一部を補助金として交付する。

望海の街自治会集会所(予定地：明海４丁目２番、地籍351.00㎡)
の新築事業にあっては、独立行政法人都市再生機構が所有する公共
公益用地を借用し、本年度、集会所の建設にあたって必要な実施設
計をする。

市内在住の高校生をオーランド市に派遣し、ホームステイをしな
がらオーランド市の高校生との交流や異文化理解を図る。
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注：◎は実施計画事業 ○は主な事業 △は拡充事業 (単位 千円)

26年度
当初予算額

予算書
ページ

款 項 目 科目名（事業名及び内容）
27年度

当初予算額

3,455 3,037

18,449 16,762

6,588 5,942

2,891 2,868

14,161 13,947

50 318,230 154,090

◎ 地域防災計画改定事業（風水害等編・大規模事故編） 7,193 4,191 69

○ 自主防災組織育成事業 24,378 26,561

◎ 耐震性貯水槽維持管理費 59,790 8,846

○ 災害対策事業 128,847 87,191

◎実践型訓練事業 2,160 2,160

○防災袋無償配付事業 9,072 10,692

防犯キャンペーンの実施や防犯講演会の開催など、市民の防犯意
識の高揚を図る。

○市内巡回パトロール経費

市内全域を対象とした委託による防犯パトロールの実施。

○街頭緊急通報装置経費

警察署への通報装置と防犯カメラを備えたスーパー防犯灯の運用
を図る。

○防犯活動啓発経費

○公共空間犯罪対策費

市内に設置した防犯カメラの運用を図る。

○移動防犯活動経費

防犯指導員による防犯教室や移動防犯車を利用した啓発活動の実
施、高洲移動防犯ステーションの運用を図る。

防災対策費

災害対策基本法に基づき、浦安市に発生する風水害等及び大規模
事故に対し、市、防災関係機関、市民及び事業所が実施すべき対策
と方向性を示した地域防災計画（風水害等編・大規模事故編）を策
定する。

災害に備える住民の自主的な組織を育成するため、防災研修会の
開催及び自主防災組織が行う事業や資機材等を購入した際の費用の
一部を補助し、活動を支援する。

中央公園及び総合公園に設置する耐震性貯水槽について、液状化
対策工事を行う。

大規模な災害発生に備えて、地域防災計画の実効性を高めるた
め、実践型の訓練を実施し、応急対策体制の強化を図る。

市民の防災意識の高揚を図るため、転入してきた世帯に対して防
災セットを無償配付する。
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注：◎は実施計画事業 ○は主な事業 △は拡充事業 (単位 千円)

26年度
当初予算額

予算書
ページ

款 項 目 科目名（事業名及び内容）
27年度

当初予算額

△防災備蓄用品購入費 27,510 4,348

◎災害非常用トイレ整備事業 9,783 13,230

60 419,720 279,210

○ 情報化推進事業 34,049 36,991 71

○情報セキュリティ対策費 8,966 11,536

○ 情報システム総合基盤事業 336,793 200,237

○情報システムサーバ統合基盤経費 133,321 128,029

◎住民情報システム基盤経費 120,333 12,181

70 661,630 578,180

○ 文化会館管理運営費 236,186 301,246

○文化会館大規模改修事業（債務負担行為分）【新規】 － －

◎ 新浦安駅前文化施設整備事業【新規】 231,598 －

◎新浦安駅前文化施設整備事業（継続費分）【新規】 220,690 －

◎新浦安駅前文化施設整備関連経費【新規】 10,908 －

◎ 新浦安駅前文化施設賃借料（債務負担行為分）【新規】 － － 214

文化会館大規模改修工事により、特定天井、小ホール音響設備、
客席等を改修する。設計業務を平成27年12月までに完了し、28年３
月に工事契約を締結、同年４月に着工し、約１年間の工期とする予
定である。

市民による芸術文化活動の振興を図るため、新浦安駅前に建設予
定の民間ビルの一部を賃借し、芸術文化の拠点となる音楽専用ホー
ルや多機能ホール等の施設を整備する。

新浦安駅前文化施設整備にあたり、開設後に効果的な事業運営を
行うため、管理運営計画を策定する。

新浦安駅前文化施設は、民間ビルの上層階に音楽専用ホールや多
機能ホール等を整備する計画であることから、建設工事竣工後30年
間の賃貸借契約を地権者との間で締結する。

市が管理しているサーバ群について、データセンターでのサーバ
統合を進め、情報セキュリティ対策の向上や管理・運用コストの削
減を図る。

社会保障・税共通番号制度への対応や、新庁舎での窓口業務拡充
を支援するシステムの導入、コンビニエンスストアで住民票や各種
証明書を交付するためのシステムの導入を行う。

市民文化施設費

災害時の避難生活等で必要不可欠な防災備蓄品の充実を図る。

災害発生後に避難生活等で緊急な対応が求められる災害非常用ト
イレの備蓄の充実を図る。

情報政策費

市が所有する情報資産を様々な脅威から保護するため、技術的対
策や情報セキュリティ監査などを行い、情報セキュリティ対策の向
上を図る。
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注：◎は実施計画事業 ○は主な事業 △は拡充事業 (単位 千円)

26年度
当初予算額

予算書
ページ

款 項 目 科目名（事業名及び内容）
27年度

当初予算額

73 103,260 910,720

○ 被災者住宅等再建支援事業 102,982 830,870 73

○被災者住宅等再建支援補助金 67,000 800,000

○被災者住宅等再建支援利子補給金 35,982 30,870

○ 分譲集合住宅共用部分再建支援事業 278 71,811

○分譲集合住宅共用部分復旧工事資金利子補給金 278 1,811

10 833,520 723,620

10 457,190 371,110

○ 市税賦課事務費 65,483 87,904 75

○税業務包括委託検討経費【新規】 5,059 －

○ 市税徴収事務費 39,826 40,228

○コンビニ収納事業 7,028 7,200

○クレジット収納事業【新規】 3,409 －

○インターネット公売事業 187 220

○ 市債権未納対策費 2,134 1,906

災害復興支援費

納付機会の拡大を図るため、軽自動車税についてクレジット収納
を行う。

インターネットオークションを通じて、差押物件の公売を実施し
ていく。

東京弁護士会の弁護士に委託して、引き続き未納債権の整理・回
収業務を行うとともに、債権担当課に研修会を開催するなど適正な
債権管理を指導する。

納税者の利便性の向上を図るため、コンビニエンスストアでの収
納を行う。

東日本大震災により、住宅が液状化等の被害を受けた世帯等に対
し、被災者の住宅の再建を支援するため補助金を交付する。

徴税費

賦課徴収費

課税業務及び収納業務において「公権力を行使しない作業」につ
いて、民間事業者への包括的な事務委託（ＢＰＯ）を目指し、検討
を行う。

東日本大震災により、住宅に液状化等の被害を受けた世帯に対
し、被災者の住宅の再建を支援するため、その資金を金融機関から
借り入れた被災者に、当該借入金の支払利息について利子補給を行
う。

東日本大震災により、ライフラインに被害を受けた分譲集合住宅
に対し、共用部分等のライフラインの補修のための資金を金融機関
から借り入れた管理組合に、当該借入金の支払利息について利子補
給を行う。
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注：◎は実施計画事業 ○は主な事業 △は拡充事業 (単位 千円)

26年度
当初予算額

予算書
ページ

款 項 目 科目名（事業名及び内容）
27年度

当初予算額

○ 固定資産税電算処理費 33,565 21,316

○固定資産税業務電算処理経費（システム開発分） 13,881 －

15 414,030 348,090

5 414,030 348,090

○ 戸籍住民基本台帳事務費 178,621 115,721 77

◎個人番号カード交付事務経費【新規】 71,066 －

25 93,610 23,320

15 74,350 8,390

○ 国委託統計調査費 74,321 8,361 81

○国委託統計調査経費

社会保障・税番号制度の導入に伴い、平成27年10月から個人番号
を記載した通知カードを送付するとともに、平成28年１月から個人
番号カードの交付等を行う。

統計調査費

委託統計費

我が国に住んでいるすべての人と世帯を対象とする最も重要な統
計調査である国勢調査を含む、各種統計調査を実施する。

戸籍住民基本台帳費

戸籍住民基本台帳費

固定資産税データと法務局の登記データの照合作業を行うための
システムを導入する。
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注：◎は実施計画事業 ○は主な事業 △は拡充事業 (単位 千円)

15 23,750,610 27,411,910

5 9,143,240 9,845,520

5 2,685,250 2,830,340

○ 浦安市戦没者追悼式経費 2,524 － 85

○ 災害援護事業 5,209 5,209

○災害ボランティア事業 4,249 4,249

○ 災害時要援護者支援事業 2,763 2,087

○災害時要援護者支援事業 463 487

○福祉避難所支援事業補助金 2,300 1,600

○ 住宅支援給付事業 953 5,202

○ 中国残留邦人等支援給付事業 20,154 24,380

○ 生活困窮者自立支援事業【新規】 18,017 －

○自立相談支援事業【新規】 4,800 －

○住宅確保給付金支給事業【新規】 2,277 －

款 項 目 科目名（事業名及び内容）
27年度

当初予算額
26年度

当初予算額

要援護者に対し、緊急地震速報と市からの緊急放送を自宅で受信
できる端末機の貸与と情報発信料の助成及び要援護者台帳の整備を
行う。

福祉避難所の充実を図るため、市と民間事業所が協定を結び、災
害時に福祉避難所として、障がい者や高齢者などの要援護者を受け
入れる体制を整備し、福祉避難所に備蓄する物資や器材等の購入費
に対する補助金を交付する。

離職者であって就労能力及び就労意欲のある方を対象とし、住宅
を喪失又は喪失する恐れのある方に対して家賃相当額を給付するこ
とにより、住宅を確保すると共に就職に向けた支援を行う。

本市関係の戦没者（一般戦没者のほか戦災死没者等を含む。）に
対し、市をあげて追悼の誠をささげるとともに平和を祈念するた
め、ご遺族及びご来賓など多数の方々にご出席いただき実施する。

予算書
ページ

民生費

社会福祉費

社会福祉総務費

災害時において、ボランティア活動が円滑に行われるよう、平成
25年度より常設とした浦安市災害ボランティアセンターにおいて、
災害ボランティアコーディネーターの育成、災害に取り組む個人や
団体のネットワークづくり等を通し、日頃からボランティア活動の
普及・啓発に努めるとともに、災害復旧に必要な備品等を整備す
る。

中国残留邦人等の方々の老後の生活の安定を図ることを目的とし
た支援給付を行う。

生活困窮者からの相談を受け、抱えている課題を分析し、ニーズ
に応じた自立支援計画を策定する。この計画に基づく各種支援が包
括的に行われるよう、関係機関との連絡調整を行う。

離職者であって就労能力及び就労意欲のある者のうち、住宅を喪
失している者又は喪失するおそれのある者に対して、住宅及び就労
機会の確保に向けた支援を行う。
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注：◎は実施計画事業 ○は主な事業 △は拡充事業 (単位 千円)

款 項 目 科目名（事業名及び内容）
27年度

当初予算額
26年度

当初予算額
予算書
ページ

○就労準備支援事業【新規】 4,330 －

○家計相談支援事業【新規】 1,610 －

○学習支援事業【新規】 5,000 －

○ 社会福祉法人指導監査事業 900 900 87

8 2,714,250 2,788,220

○ 障がい者医療費等給付事業 359,093 335,039 87

○自立支援医療費（更生・育成医療）給付事業 128,080 124,782

○療養介護医療費給付事業 3,428 4,158 89

○ 日常生活支援事業 21,484 18,923

○軽度・中等度難聴児補聴器助成事業 141 282

○ 障がい福祉サービス等給付事業 1,304,822 1,373,723

○障がい児通所給付事業 222,905 225,004

○ 地域生活支援事業 408,308 378,252

○相談支援事業 53,530 53,530

障がい者福祉費

障がい者及び障がい児で、その身体障がいを除去、軽減する手術
等の治療によって効果が期待できるものに対して、自立支援医療費
を支給する。

療養介護のうち医療に係るものに対して、療養介護医療費を支給
する。

生活習形成のための訓練、就労の前段階として必要な社会的能力
の習得、事業所での就労体験の場の提供や、一般雇用への就職活動
に向けた技法や知識の取得等の支援を行う。

家計収支等に関する課題を分析し、相談者の状況に応じた支援計
画を作成し、家計表の作成等を通じて、家計の再生に向けた支援を
行う。

生活に困窮する世帯の子どもに対し、無償の学習支援や居場所作
り等、必要な支援を行うことによって、その健全育成と貧困の連鎖
防止に寄与する。

身体障害者手帳の交付対象とならない軽度・中等度難聴児に対し
て、健全な言語および社会性の発達を支援するため、補聴器を購入
した費用について助成する。

児童発達支援、医療型児童発達支援、放課後等デイサービス、保
育所等訪問支援の利用に対して、通所給付費を支給する。

社会福祉法人の設立認可及び指導監査等を実施するため、企業会
計等に精通する公認会計士、税理士等にこの審査を依頼するための
経費。

地域の相談支援の拠点として、総合的な相談業務等を行う基幹相
談支援センターに係る事業を行う。

50



注：◎は実施計画事業 ○は主な事業 △は拡充事業 (単位 千円)

款 項 目 科目名（事業名及び内容）
27年度

当初予算額
26年度

当初予算額
予算書
ページ

○コミュニケーション支援事業 8,441 9,651

○移動支援事業 128,000 110,880

○日中一時支援事業 167,000 142,821

△障がい者緊急時支援事業 12,039 7,363

○ 社会参加等促進事業 47,260 44,566

○バス・鉄道共通ＩＣカード利用助成 7,800 8,400 91

○ 障がい者福祉推進事業 48,246 38,285

○特別支援学校通学支援事業 4,337 4,752

○ワークステーション事業 8,781 9,254

○青少年サポート事業 32,000 17,000

○ 障がい者虐待防止センター事業 3,463 3,848

○ 補助金 105,546 145,912

○浦安市障がい福祉団体事業費補助金 2,100 2,320

障がい者への虐待を防止し、あわせて、障がい者を養護する者に
対する支援等を行う。

障がい者の福祉の増進を図るため、障がい者福祉団体が行う事業
に要する経費の一部について補助金を交付する。

障がい者の日中活動の場を確保し、介護者負担の軽減を図るため
日中預かり事業を行う。

重度の身体障がい者及び知的障がい者に対し、緊急時における訪
問支援を行う。

ＩＣカード乗車券の利用負担額を年間3,000円助成する。

特別支援学校への自力通学が困難な高等部生徒を対象に通学支援
を行う。

障がい者の就労の場として、市役所内のワークステーションで非
常勤職員として雇用する。

軽度発達障がいの小中学生、高校生を中心とした放課後、土曜日
等の療育支援等を行う。

健聴者と聴覚障がい者等との交流の支援を図るため、手話通訳者
の窓口配置、手話通訳者及び要約筆記者の派遣等を行う。

障がい者(児)の外出を支援するためのサービスを利用する場合に
おいてその費用を助成する。
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注：◎は実施計画事業 ○は主な事業 △は拡充事業 (単位 千円)

款 項 目 科目名（事業名及び内容）
27年度

当初予算額
26年度

当初予算額
予算書
ページ

○浦安市障がい者グループホーム運営費補助金 9,552 7,992

○浦安市障がい者グループホーム整備事業補助金 14,630 14,630

○浦安市特定地域活動支援センター経営事業費補助金 40,460 40,460

○重度障がい児等通所事業所特別支援事業補助金 7,074 3,587 93

○重度障がい者等支援事業所運営費補助金 19,144 19,144

○計画相談支援推進事業補助金 9,600 14,655

○浦安市喀痰吸引等研修事業補助金【新規】 500 －

15 689,670 679,470

○ 地域活動支援センター管理運営事業 108,907 107,032

○身体障がい者福祉センター指定管理料（債務負担行為分） 66,603 66,398

○ソーシャルサポートセンター指定管理料（債務負担行為分） 42,304 40,634

○ 障がい者福祉センター等管理運営事業 442,977 431,941

○障がい者福祉センター指定管理料（債務負担行為分） 382,404 371,941

○障がい者等一時ケアセンター指定管理料（債務負担行為分） 60,573 60,000

○ 障がい者就労支援施設管理運営事業 112,621 106,582

○障がい者就労支援センター運営費 57,781 54,388

障がい者福祉施設費

障がい者の就労・雇用が円滑に行われることを目的に、障がい者
就労支援センターの運営を行う。

グループホーム等の拡充を図るため、市が指定する事業者に対
し、整備等に要する経費の一部について補助金を交付する。

障がいのある人の交流の場や社会参加を促進する場である地域活
動支援センターⅠ型の運営に対する支援をする。

重度障がい児の処遇の向上を図るため、重度障がい児等が通所す
る障がい者支援施設等を経営する事業者に補助金を交付する。

グループホームに居住する障がい者の福祉の増進を図るため、グ
ループホームを運営する事業者に対し、その運営に要する経費の一
部について補助金を交付する。

医療的ケアを行うことができるよう受講する研修のための経費
を、事業者に対し助成する。

重度障がい者の福祉の増進を図るため、重度障がい者が通所する
市内の通所施設等を経営する事業者に補助金を交付する。

障害福祉サービス等のサービス等利用計画の作成を推進するた
め、計画相談支援事業所の人件費の一部について補助金を交付す
る。

52



注：◎は実施計画事業 ○は主な事業 △は拡充事業 (単位 千円)

款 項 目 科目名（事業名及び内容）
27年度

当初予算額
26年度

当初予算額
予算書
ページ

25 2,650,440 2,649,830

○ 特別養護老人ホーム入所者選定基準策定委員会運営費 294 －

○特別養護老人ホーム入所者選定基準策定委員会委員８名分報酬 288 －

○特別養護老人ホーム入所者選定基準策定委員会経費 6 －

○ 高齢者日常生活支援事業 94,330 90,401

○高齢者あんしんマンションライフ支援事業 2,400 2,400

○地域ネットワーク活性化事業 2,913 2,845

○ 高齢者見守りネットワーク事業 405 150 95

○ 社会参加等促進事業 64,486 76,385

○高齢者バス代助成 51,731 63,852

○大型バス運行管理事業 11,907 11,615

○ 高齢者在宅介護支援事業 77,549 74,524

○住宅改修費助成 24,310 23,100

○ 高齢者地域づくり推進事業【新規】 1,001 －

マンションに居住する高齢者のコミュニティを形成し孤立を回避
するため、管理組合又は自治会が運営する、サロン開催、安否確認
及び健康相談等の事業に対し、経費の一部を助成する。

１人暮らし高齢者等に対し、メール機能のついた携帯電話を利用
しての安否確認、気軽にボランティアに手伝いを依頼できるホーム
サービスなどにより、高齢者と地域とのネットワークを構築・活性
化を図る。

高齢者が地域で安心して暮らし続けられるように、地域住民や事
業者などが、地域の高齢者世帯などの異変に気付いた時には市役所
に連絡し、速やかに市役所が状況確認できるよう、ネットワーク化
を図る。

70歳以上の方(障がい者手帳所持者を除く）に、年間 5,600円分の
バス回数乗車券を支給する。

高齢者等の社会参加を促進するため、団体が主催する行事に大型
バス（運転手付き）の貸出しを行う。

高齢者ができるだけ住み慣れた街で自分らしく暮らしていくこと
ができるよう、市民活動団体と共催で講演会を行うことで、市民の
意識を啓発し、高齢者が住みやすい地域づくりの推進を図る。

老人福祉費

65歳以上の要支援・要介護認定者が、自立の促進及び介助に適し
た住環境づくりのため、居住する住宅の改修を行う場合に、費用の
一部を助成する。

特別養護老人ホームの入所に関して公平性を確保する観点から
「浦安市特別養護老人ホーム入所に関する指針」及び「浦安市特別
養護老人ホーム入所者選定基準」の改定を行うための策定委員会を
開催する。
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注：◎は実施計画事業 ○は主な事業 △は拡充事業 (単位 千円)

款 項 目 科目名（事業名及び内容）
27年度

当初予算額
26年度

当初予算額
予算書
ページ

○ 老人援護事業 33,549 59,251 97

○老人医療費助成事業

○ 高洲地区高齢者福祉施設診療所運営費補助金 8,000 8,000

○ 協働提案事業 5,726 5,625

○認知症対策三位一体化計画推進事業 842 703

○買い物サポート事業補助金 3,067 4,922

○シニアいきいきサロン事業補助金【新規】 1,817 －

○ 通院ヘルプサービス事業 10,404 9,792

○ 補助金 24,769 24,769 99

○定期巡回・随時対応型訪問介護看護サービス支援事業補助金 4,920 4,920

30 270,900 571,900

○ 独居老人住宅入居者借上げ住宅事業 5,994 5,940

○ 老人福祉センター管理運営事業 141,867 137,544

○老人福祉センター指定管理料（債務負担行為分） 135,534 135,534

○老人福祉センター維持管理経費 473 747

○老人福祉センター維持補修経費 5,860 1,263

平成24年度に創設された「定期巡回・随時対応型訪問介護看護
サービス」の普及に向けて事業者が利用者を確保するまでの運営を
支援するため、運営費の一部を助成する。

老人福祉施設費

旧いこい荘入居者に関し、高齢者に配慮された賃貸住宅へ入居す
ることにより、住環境の改善を図る。

老人福祉センターの円滑な運営と、利用者の生きがいづくりの向
上を図るため、施設運営に必要な備品の購入を行う。

老人福祉センター施設の機能を保つこと及び生きがいづくりの向
上を図るため、物品や施設の修繕及び改修を行う。

認知症対策について、家族支援・事業者支援・地域支援の３つが
効果的に実施されるよう市民と協働により事業を展開する。

高齢者が住み慣れた地域でいきいきと生活できるよう、まちづく
り活動団体と協働で買い物代行および同行支援を行う。

通院時における医療機関内等の移動等の介助について委託により
行う。

高齢者の孤立を防ぎ、安心して生活できる地域づくりを形成する
ため、高齢者同士がふれあうサロンを提供する。また、担い手を育
成する研修を行う。
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注：◎は実施計画事業 ○は主な事業 △は拡充事業 (単位 千円)

款 項 目 科目名（事業名及び内容）
27年度

当初予算額
26年度

当初予算額
予算書
ページ

◎ 老人クラブ施設整備事業 37,258 63,559

◎シーガーデン・日の出クラブ会館建設事業【新規】 37,258 －

55 92,320 278,600

○ 臨時福祉給付金給付事業 92,320 278,600

○臨時福祉給付金 72,000 237,500 101

○臨時福祉給付金給付事務経費 20,008 40,226

10 11,890,730 14,992,760

5 1,785,260 4,593,440

○ 子育てサービス事業 24,131 25,507

○ファミリー・サポート・センター事業 14,262 15,665

○子育て短期支援（ショートステイ）事業 2,089 2,141

○ 子育てサポート事業 32,034 66,784

◎子育て・家族支援者養成事業 8,806 8,759

○保育ママ事業 2,312 31,000

○子育てパートナー事業 8,767 8,270

児童福祉費

児童福祉総務費

依頼会員、援助会員の相互援助組織として、子育て家庭の育児を
支援するファミリー・サポート・センター事業を実施する。

保護者の疾病や出産等の一時的な事情により、家庭での養育が困
難な児童を施設で預かる。

地域の子育て力の向上を目的に３級及び２級講座を開催するとと
もに、講座修了生のためのバックアップ研修を実施する。

市が認定した保育ママ（家庭的保育者）が、家庭的な環境の中
で、乳幼児の保育を実施する。

シーガーデン・日の出クラブの活動を支援するため、活動拠点と
なるクラブ会館を建設する。なお、同地区内で組織されている自治
会の集会所建設とあわせた計画とする。

臨時福祉給付金給付費

消費税率の引上げに際し、低所得者に与える負担の影響に鑑み、
低所得者に対する適切な配慮を行うため、暫定的・臨時的な給付措
置を行う。

臨時福祉給付金の支給業務を行う際に要する事務経費。

子育て・家族支援者養成講座で養成した子育てケアマネジャーを
子育て相談室及び子育て総合窓口に配置し、子育てに悩みを抱えた
方の相談を受けるとともに、必要に応じその方にあった相談先との
調整を行い案内する。また、訪問による相談も実施する。
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注：◎は実施計画事業 ○は主な事業 △は拡充事業 (単位 千円)

款 項 目 科目名（事業名及び内容）
27年度

当初予算額
26年度

当初予算額
予算書
ページ

○託児保育者派遣事業 1,125 1,297

○ほのぼのタイム運営経費 1,710 1,685

○あかちゃんほっとすてーしょん 555 240

○子育てハンドブック作成事業 1,200 1,200

○子育て応援メッセ実行委員会補助金 1,000 800

○地域子育て応援団事業補助金 6,559 6,075

○ 少子化対策基金事業 149,231 65,755

◎こどもプロジェクト事業 141,642 65,755

◎子育て支援パスポート事業 1,610 2,058 103

4,700 5,400

○望海の街子育て支援事業補助金【新規】 1,069 －

子育て・家族支援者養成講座２級認定者の活動の場として、子育
て世帯を対象とした子育てサロンを運営する子育て支援団体に必要
な経費を補助する。

○子育て応援ポータルサイト経費

市託児保育者として登録された子育て・家族支援者養成講座の修
了者を活用し、託児が必要となる市主催事業等に託児保育者を派遣
する。

公民館７館で月１回、妊婦と生後６か月までの親子を対象とした
母親同士の交流や情報交換の場の「ほのぼのタイム」を実施する。

乳幼児を抱える保護者の子育てを支援する取り組みの一環とし
て、外出中におむつ替えや授乳ができるように休憩場所を設置す
る。

行政情報や市民の情報、子育てエピソードなどを盛り込んだ子育
てに関するガイドブックを作成する。

市内子育て支援活動団体等で構成された子育て応援メッセ実行委
員会に対し、メッセ開催に係る事業経費の一部を補助する。

子育てケアマネジャーの養成をはじめ、妊婦の方などを対象とし
た「子育てケアプラン」を作成するとともに、「子育て支援ギフ
ト」の贈呈により妊娠・出産・育児までの切れ目のない支援を実施
する。

地域全体で子育てを支援していく気運を醸成し、子育て家庭の経
済的支援等を図るため、企業や店舗の協力を得て、パスポートを提
示した世帯に割引や独自の優待サービスを提供する。また、５年間
継続して協賛している事業所を子育て応援事業所として表彰する。

子育てに関する行政情報を提供し、官民一体となった情報発信が
できる子育て専門のポータルサイト「ＭＹ浦安」の運営を委託す
る。

市、浦安市社会福祉協議会及び独立行政法人都市再生機構との協
働により望海の街集会所で実施している「望海の街子育てサロン」
の運営を補助する。
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注：◎は実施計画事業 ○は主な事業 △は拡充事業 (単位 千円)

款 項 目 科目名（事業名及び内容）
27年度

当初予算額
26年度

当初予算額
予算書
ページ

○ふれあい体験事業【新規】 210 －

○ 児童家庭相談事業 9,516 12,354

〇児童虐待防止対策推進事業 783 999

○ 補助金 1,026,189 822,574 105

○認証保育所通園児補助金（少子化対策基金事業） 42,693 61,898

○私立保育所保育士等処遇改善臨時特例事業費補助金 29,371 17,453

◎私立保育所施設整備費等補助金（少子化対策基金事業） 65,286 69,051

○認可外保育施設運営等支援事業費補助金（少子化対策基金事業） 77,057 37,380

10 4,973,600 4,706,500

○ 児童手当支給事業 2,811,313 2,939,187

（延べ支給対象児童数 302,016人）

○ 子ども医療費助成事業 786,040 774,551

○ 養育医療給付事業 6,877 11,247

中学校修了前の児童を養育している方を対象に手当を支給する。

中学校修了までの子どもの入通院医療費に対して、本人負担分(保
険診療対象分から高額療養費等を除く)について助成する。

未熟児に必要な医療を給付し、乳児の生命の保護及び健康の増進
を図る。

私立保育所における保育士等の人材確保対策を推進する一環とし
て、保育所運営費の民間施設給与等改善費を基礎に、各保育所の定
員と職員の平均勤続年数に応じて、保育士等の賃金改善に要する経
費を補助する。

私立認可保育所の整備に際し、開園時に必要な施設改修費等につ
いて補助金を交付する。

認可保育所の設備運営基準を満たす認証保育所等の認可保育所へ
の移行を促すため補助金を交付する。

児童措置費

児童虐待防止に係る啓発・研修会の計画・実施などを行い、関係
機関の虐待に対する共通理解と連携を図る。

認証保育所に通園している児童の保護者に対し、多子軽減の対象
を拡充すべく、少子化対策基金を活用し、全ての第２子以降の子ど
もを対象に加算補助を行う。

浦安市少子化対策基金事業の一環として、次世代親になる小学校
高学年や中高生を対象に夏休みに実施する事業で、「赤ちゃんサロ
ン」に参加する赤ちゃんとふれあい命の大切さについて考える。ま
た、助産師や思春期保健相談士を講師として、妊娠、出産や赤ちゃ
んの成長など子育てに関して知識を深める。
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注：◎は実施計画事業 ○は主な事業 △は拡充事業 (単位 千円)

款 項 目 科目名（事業名及び内容）
27年度

当初予算額
26年度

当初予算額
予算書
ページ

○ 子育て世帯臨時特例給付金給付事業 81,500 199,800

○子育て世帯臨時特例給付金 60,600 180,000

○子育て世帯臨時特例給付金給付事務経費 19,860 18,760 107

15 490,570 530,170

○ 母子婦人相談事業 11,659 14,694

○母子家庭等就労支援事業 1,048 924

○ ひとり親家庭援護事業 463,869 504,576

○児童扶養手当支給事業 362,219 393,028

20 3,027,210 3,624,910

○ 少子化対策基金事業 24,879 － 109

○一時預かり事業 24,149 －

○保育士資格取得講座受講料等補助金【新規】 730 －

25 419,760 399,580

○ こども発達センター活動事業 132,165 120,310

○ 発達支援推進事業 3,029 3,140 111

児童福祉施設費

消費税引き上げによる子育て世帯への影響を緩和し、消費の下支
えを図るための臨時的な給付措置を行う。

子育て世帯臨時特例給付事業にかかる事務等に対する経費。

母子福祉費

発達に心配のある子どもとその保護者を支援するため、発達段階
に応じてグループや個別での専門的な相談・療育を実施すると共
に、児童発達支援センターとして保育所等訪問支援など、地域に対
する支援事業の充実を図る。

発達障がい児等への総合的な相談支援を行うための体制整備を実
施すると共に、相談支援事業所として、サービス利用計画の作成を
行う。

母子家庭の母等の就業による自立を支援するため、パソコン講
座・就労支援講座を開催する。

18歳到達後最初の３月までの児童を育てている母子・父子家庭等
に手当を支給する。

保育園費

公立幼稚園の余裕教室等を活用し、安心して子育てができる環境
を整備して、保護者のリフレッシュや育児負担の軽減など、預ける
理由を問わないで短時間で子どもを預かる。

子どもを安心して育てることが出来るような体制の整備を図るこ
とを目的とし、浦安市内の認可保育所等における保育士資格を有し
ていない保育従事者の保育士資格取得を支援するため、保育士資格
取得に要する費用を補助する。

58



注：◎は実施計画事業 ○は主な事業 △は拡充事業 (単位 千円)

款 項 目 科目名（事業名及び内容）
27年度

当初予算額
26年度

当初予算額
予算書
ページ

○ 児童センター活動事業 29,175 29,828

30 1,014,330 1,138,160

○ 青少年指導者育成経費 998 987

○青少年リーダー養成事業経費 346 356

○ 洋上研修事業 6,399 5,337 113

○ 青少年交流活動センター管理運営事業 61,735 60,443

○青少年交流活動センター指定管理料（債務負担行為分） 61,041 60,290

○ 児童交流事業 76,480 30,156

◎放課後異年齢児交流促進事業

○ 新浦安駅前複合施設整備運営経費（債務負担行為分） 52,088 53,054

○青少年交流施設整備費 24,568 25,534

○青少年交流施設管理運営経費 20,077 20,077

○青少年交流施設維持管理経費 7,443 7,443

○ 児童育成クラブ管理運営事業 687,443 637,030

○児童育成クラブ運営費 631,789 587,912

○児童育成クラブに係る評価事業 1,512 1,400

○児童育成クラブ安心・安全メール事業【新規】 9,461 －

小学校の余裕教室等を活用した「遊び場」を確保し、遊びを通し
て異年齢間の交流を図る。

新浦安駅前プラザ（マーレ）に設置した、青少年の芸術、文化、
音楽の活動や交流を中心とした施設の運営経費。

児童育成クラブの運営に係る質の向上及び利用者への適切な情報
提供を図るため、運営評価を実施する。

児童育成クラブにおいて、子どもたちの安全確保を図るため、来
所及び帰宅の状況等を保護者にメールで配信するシステムを導入す
る。

子どもに健全な遊び場を提供して、その心身の健康を増進し、情
操を豊かにすることを目的とした事業を実施する。

また、子育て支援の場として、乳幼児の親子を対象とした事業を
実施する。

青少年費

様々な体験を通じ、中学生を対象とした青少年ボランティアの育
成を図る。

洋上での集団生活や自然体験活動を通じ、友情や連帯感を高揚さ
せることで、青少年の健全育成を図る。
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注：◎は実施計画事業 ○は主な事業 △は拡充事業 (単位 千円)

款 項 目 科目名（事業名及び内容）
27年度

当初予算額
26年度

当初予算額
予算書
ページ

○ 入船北小学校地区児童育成クラブ解体事業 5,660 －

○施設解体経費

◎ こどもの広場管理運営事業【新規】 67,269 －

◎こどもの広場指定管理料【新規】 33,533 －

◎こどもの広場管理経費【新規】 33,736 －

○ 青少年館管理運営事業 45,864 41,092

○青少年館指定管理料（債務負担行為分） 45,864 40,066

15 2,716,640 2,573,630

5 116,640 144,330

○ 法外援護事業 2,000 2,000 115

○ 就労意欲喚起等支援事業【新規】 868 －

○ 就労自立給付金支給事業【新規】 2,100 －

○ 就労支援相談事業 3,583 750

10 2,600,000 2,429,300

○ 生活保護費支給事業 2,600,000 2,429,300

中学・高校生等の居場所として、指定管理者が行う、自己実現や
意欲の創出を図るための各種事業及び施設運営に係る経費。

入船地区の学校統合に伴い、既存施設の解体工事を行う。

子どもたちが自由にのびのびと遊べる場所として設置するこども
の広場の運営・維持管理に関する指定管理料及び運営に伴う経費。

扶助費

被保護世帯及び要保護世帯に対し、生活保護法に基づき、その困
窮の程度に応じて必要な扶助を行う。

生活保護受給者に対して、生活習慣形成のための訓練、就労の前
段階として必要な社会的能力の習得、一般雇用への就職活動に向け
た技法や知識の取得等を通し、就労意欲の喚起を促す。

安定就労の機会を得たことに生活保護が廃止に至ったときに、給
付金を支給することで、生活保護脱却直後の不安定な生活を支え、
再度、生活保護に至ることを防止する。

生活保護受給者に対して、本人の状況や求人状況を総合的に勘案
し、期間を定め、その期間内に就職できることを目指し、本人が主
体的に計画的に求職活動に取り組めるよう切れ目のない支援を行
う。

生活保護費

生活保護総務費

生活保護法により保護を受けている世帯及び支援法により支援給
付を受けている中国残留邦人等世帯に対し、浦安市生活保護世帯等
の助成に関する要綱に基づき、法定扶助基準外で必要な助成を行
う。
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注：◎は実施計画事業 ○は主な事業 △は拡充事業 (単位 千円)

20 5,299,210 5,124,310

5 2,624,140 2,408,630

5 1,061,140 821,230

○ 母子保健事業費 178,575 196,026 117

○母子・父子健康手帳交付経費 2,596 2,402

○マタニティマーク普及事業 119 159

○ウエルカム・ベイビークラス 777 817

○新生児・妊産婦訪問指導 8,809 8,112

○母子保健推進員経費 2,201 1,392

○妊婦健康診査 123,266 123,417

○乳児健康診査 24,348 23,698

○育児相談 787 357

○１歳６か月児健康診査 3,519 3,476

○１歳６か月児健康診査等事後指導 281 301

○３歳児健康診査 4,034 4,335

○２歳６か月児歯科健診・フッ素塗布 1,539 1,630

○歯科衛生教育経費 482 528

○ヘルシーライフカムカムフェア 1,160 1,296

○フッ素塗布事業 2,679 2,476

○妊婦歯科健康診査 1,978 1,988

保健衛生総務費

款 項 目 科目名（事業名及び内容）
27年度

当初予算額
予算書
ページ

衛生費

保健衛生費

26年度
当初予算額

妊産婦にやさしい環境づくりのため、マタニティマークの普及を
図る。

初めて出産を迎える妊婦とパートナーを対象に、妊娠・出産・育
児について知識を深め、共に出産・育児に取り組めるよう、きっか
け作りの機会を設けるため父親参加型のクラスとして実施する。

母子が心身ともに健康な日常生活を送ることができるように家庭
を訪問し相談等を行う。

子育て中の家庭と行政のパイプ役となり、母子保健サービスの紹
介や同じ地域で暮らす身近な存在として子育ての相談に応じ、不安
の軽減に努める。

母体や胎児の健康確保を図るとともに、健診費用の負担軽減のた
め、14回分の公費負担とし、母子健康手帳交付時に健診受診票を配
付する。

歯の健康を守るための知識を広く市民に普及するイベントとし
て、歯と口の健康週間（６月４日から10日の口腔保健週間）に合わ
せて開催する。
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注：◎は実施計画事業 ○は主な事業 △は拡充事業 (単位 千円)

款 項 目 科目名（事業名及び内容）
27年度

当初予算額
予算書
ページ

26年度
当初予算額

○ 少子化対策基金事業 96,087 －

◎産前・産後サポート事業 3,624 －

◎産後ケア事業 36,568 －

○こどもの予防接種スケジュール作成支援事業 1,056 －

◎特定不妊治療費助成事業 17,790 19,642

◎男性不妊治療費等助成事業【新規】 4,000 － 119

◎不育症治療費助成事業【新規】 3,049 －

◎不妊治療研究支援事業補助金【新規】 30,000 －

○ 健康づくり推進対策費 141 141

○ いのちとこころの支援事業 1,727 1,719

○いのちとこころの支援対策協議会委員９名分報酬 388 388

○いのちとこころの支援事業 1,339 1,331

○ 健康管理システム経費 9,593 5,795

不育症に悩む夫婦への治療費の一部助成を行う。

精子・卵子・卵巣凍結保存技術を研究する順天堂大学医学部附属
浦安病院に対して、事業補助を行うことにより少子化対策を図る。

うつ病等の精神疾患や生きがいづくりなど、メンタルヘルス対策
を講じるために、関係機関による協議会の開催や啓発活動を行う。

妊娠期から子育て期までの切れ目のない支援として母子保健相談
支援事業、産前・産後サポート事業を実施する。

支援者が身近になく、育児不安の強い産婦を対象に、出産医療機
関を退院後、心身ともに不安定になりやすい時期に、専門職（助産
師等）が母体のケア、乳児ケア、育児サポートなどきめ細かい支援
を行います。産後の疲れた身体を癒し支援を受けることで、母児の
愛着形成の促進やゆっくり体調を整えながら育児のできる環境を整
える。

子育てをする母親が、スマートフォン等の携帯情報端末により、
簡単に予防接種のスケジュール管理をすることができるようにする
ことにより、接種忘れ等を防止するとともに、子育てをする母親の
負担を軽減する。

特定不妊治療に要する費用の一部を助成し、市民の負担を軽減す
る。

男性の不妊治療に要する費用の一部を助成する等、市民の負担を
軽減する。
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注：◎は実施計画事業 ○は主な事業 △は拡充事業 (単位 千円)

款 項 目 科目名（事業名及び内容）
27年度

当初予算額
予算書
ページ

26年度
当初予算額

○ 補助金 11,250 11,250

○公衆衛生事業補助金（医師会） 6,000 6,000

○公衆衛生事業補助金（歯科医師会） 4,000 4,000

○公衆衛生事業補助金（薬剤師会） 650 650

10 442,810 421,610

○ 417,041 399,810

○ポリオ予防接種事業 2,268 25,121

○４種混合（ジフテリア・百日せき・破傷風・ポリオ） 61,062 65,575

予防接種事業

○三種混合（ジフテリア・百日せき・破傷風）予防接種 120 1,203 121

○麻しん・風しん予防接種事業 33,002 32,112

○水痘予防接種事業 34,726 －

○日本脳炎予防接種事業 42,170 49,235

○二種混合（ジフテリア・破傷風）予防接種事業 6,798 5,708

○高齢者インフルエンザ予防接種事業 68,925 64,974

○高齢者肺炎球菌感染症予防接種事業 29,662 －

○ＢＣＧ予防接種事業 12,164 12,378

○小児ヒブワクチン予防接種事業 50,066 48,423

○小児肺炎球菌ワクチン予防接種事業 68,208 66,620

○子宮頸がんワクチン予防接種事業 1,709 23,179

水痘の感染防止を図るために個別接種の委託事業を行う。

日本脳炎の感染防止を図るために個別接種の委託事業を行う。

ヒブによる感染症を予防し、細菌性髄膜炎等の重篤化防止を図る
ために個別接種の委託事業を行う。

肺炎球菌による感染症を予防し、細菌性髄膜炎等の重篤化防止を
図るために個別接種の委託事業を行う。

子宮頸がんの感染予防を図るために個別接種の委託事業を行う。

予防費

予防接種事業

４種混合予防接種導入のために個別接種の委託事業を行う。
ジフテリア・百日せき・破傷風・ポリオの感染防止を図るために

個別接種の委託事業を行う。

麻しん・風しんの感染防止を図るために個別接種の委託事業を行
う。
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注：◎は実施計画事業 ○は主な事業 △は拡充事業 (単位 千円)

款 項 目 科目名（事業名及び内容）
27年度

当初予算額
予算書
ページ

26年度
当初予算額

○ 17,621 13,440

○子宮頸がんワクチン予防接種事業 910 3,426

○高齢者肺炎球菌ワクチン予防接種事業 16,069 9,768

○麻しん・風しん予防接種事業 538 －

○ 新型インフルエンザ対策事業 194 448

17 506,570 487,610

○ 健（検）診経費 401,412 399,024 123

○特定健診 4,390 4,490

○胃がん検診 50,966 48,059

○子宮がん検診 106,325 106,584

○乳がん検診 44,515 44,002

○成人歯科健診 9,366 9,582

○肺がん検診 80,210 78,118

○大腸がん検診 21,575 21,649

○前立腺がん検診 25,203 24,654

○がん検診推進事業 37,708 36,515

○肝炎検査 13,529 19,026

○健（検）診機器管理経費 7,625 6,345

○ 在宅ケアサービス推進事業 15,619 15,576

○在宅医療支援事業 11,730 11,751

健康センターで胃がん検診を集団で実施する。

健康センターでマンモグラフィ検診と、超音波検診を集団で実施
する。

がん検診を推進するための各種事業を行う。

在宅療養者が安心して生活できるよう保健・医療・福祉の連携を
図り、在宅ケアサービスを推進する。

子宮頸がんの感染予防を図るために、接種対象者を拡大し、半額
助成による個別接種の委託事業を行う。

肺炎球菌による感染症を予防し、肺炎の重篤化防止を図るために
個別接種の委託事業を行う。

麻しん・風しんの感染防止を図るために個別接種の委託事業を行
う。

成人保健費

任意予防接種事業

新型インフルエンザ発生に備え、予防対策と感染拡大防止対策を
推進する。
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注：◎は実施計画事業 ○は主な事業 △は拡充事業 (単位 千円)

款 項 目 科目名（事業名及び内容）
27年度

当初予算額
予算書
ページ

26年度
当初予算額

○安心看護支援事業 2,000 2,000

○在宅療養者口腔機能向上事業 1,889 1,825

◎ スマートウエルネスシティ推進事業 17,498 5,627

○ 「健康うらやす２１」計画推進事業 1,004 2,302

○ 救急メディカル情報支援事業 98 184

○ 後期高齢者医療対策費 50,643 45,161

○後期高齢者健康診査経費

20 急病対策費 369,300 371,370

○ 急病診療事業 369,300 371,370

○急病診療所運営費 97,351 97,430

○小児初期救急診療運営費 9,836 9,860

○待機病院経費 82,279 81,975

○救急医療運営費 75,732 75,732

○救急診療運営費 10,800 13,522

○休日救急歯科診療所運営費 11,355 11,110

○急病医療電話相談経費 11,587 11,433

○周産期救急医療運営費 70,360 70,308

急な病気・けがの際に病院や診療所がわからないなどで困ってい
る市民のために24時間365日対応できるテレホンサービス。

ハイリスクの妊婦や新生児の救急医療に対応する為、周産期医療
専門のベッドを確保する。

在宅療養者の訪問歯科診療を推進し、口腔機能向上の知識の普及
と訪問口腔ケア指導を行う。

健康関連データや都市環境データを用いて健康施策の分析・評価
を行い、市民の健康増進につなげる。

「健康うらやす21」計画に基づき健康づくりを推進する。

ひとり暮らしの高齢者や障がい者の方を対象に緊急の際に、迅速
かつ適切な救命活動を行える体制づくりを図る。

二次・三次救急医療を必要とする患者に対してスムースな受け入
れが行えるよう、順天堂大学医学部附属浦安病院及び、東京ベイ・
浦安市川医療センターにベッドを確保する。

末期の悪性新生物により在宅療養している方のうち介護保険法等
その他の法令の給付を受けていない方を対象に、在宅での療養に必
要な居宅サービスを利用した場合、その要した費用の一部を助成す
る。
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注：◎は実施計画事業 ○は主な事業 △は拡充事業 (単位 千円)

款 項 目 科目名（事業名及び内容）
27年度

当初予算額
予算書
ページ

26年度
当初予算額

25 環境レンジャー費 26,920 35,870

○ 環境衛生事業 7,348 7,985 125

○ポイ捨て防止対策事業 2,076 2,438

○ 犬猫適正飼育推進事業 11,842 20,459

○飼い主のいない猫の不妊去勢事業 2,970 2,970

30 環境対策費 54,250 53,090

○ 環境監視費 9,849 9,204

○大気汚染常時測定経費 6,276 5,929

○自動車騒音等測定経費 1,950 1,912

○ 環境保全啓発費 11,506 7,386

△環境学習経費 5,096 3,630

◎三番瀬環境学習に関する調査検討経費【新規】 3,240 － 127

○ 環境保全対策費 31,122 34,848

24,416 27,612

◎電気自動車等充電設備設置促進事業 500 1,000

市民が、身近な自然環境である三番瀬の生き物と関わりを体験学
習できる施設として設置検討をしてきた、（仮）うらやす三番瀬環
境学習施設について、東日本大震災後の三番瀬干潟の環境変化を踏
まえ、学習の進め方や役割・施設運営などの基本的な考え方や方向
性を、市内環境活動団体などと連携を図りながら、調査、検討を進
める。

○浦安エコホーム事業

空き缶及びタバコの吸殻等の散乱防止及び飼い犬のふんの放置防
止並びに不法投棄防止について、啓発活動やパトロールを実施し、
清潔できれいな街づくりの推進を図る。

飼い主のいない猫の繁殖を防止するため、動物病院等に浦安市地
域猫愛護員制度に基づく、不妊・去勢手術を委託する。

浦安猫実一般環境大気測定局で市内の大気の状況を常時監視す
る。

市内主要幹線道路交通による騒音・振動の状況を監視する。

市民の環境意識の高揚を図るための環境学習を実施する。また、
市民等の自主的な環境学習の推進を図るため環境学習アドバイザー
制度による講師の派遣を行う。その他、高崎市にある「浦安市民の
森」を活用した自然体験等の環境学習講座も開催する。

住宅用太陽光発電システム・雨水貯留タンク・家庭用燃料電池シ
ステム（エネファーム）・リチウムイオン蓄電システム・エネル
ギー管理システム（HEMS）の設置費の一部を補助し、環境負荷の低
減、エネルギー有効活用の促進を図る。

電気自動車及びプラグインハイブリッド自動車の住宅用充電設備
の設置費を補助し、電気自動車等の普及促進を図る。
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注：◎は実施計画事業 ○は主な事業 △は拡充事業 (単位 千円)

款 項 目 科目名（事業名及び内容）
27年度

当初予算額
予算書
ページ

26年度
当初予算額

〇羽田空港騒音問題対策経費 5,743 5,786

○ 122 －

○エコ・クッキング体験事業【新規】 122 －

35 163,150 217,850

○ 斎場管理運営費 163,143 217,843

○斎場運営経費 91,817 92,952

40,064 50,575

30,614 38,349

648 972

10 清掃費 2,675,070 2,715,680

5 清掃総務費 218,260 235,400

○ 不適正排出等監視事業 3,324 3,303 129

○ 資源回収補助事業 35,322 35,020

○資源回収事業者団体補助金 9,672 9,792

資源回収の促進のため、資源回収事業者団体へ活動助成を行う。

○資源回収事業奨励補助金 25,650 25,228

○ ごみ減量・リサイクル奨励事業 32,615 34,465

○ごみ減量推進啓発経費 9,067 9,033

ごみ減量・リサイクル推進の啓発を行う。

○イベントごみ減量事業 310 282

各種イベントにおけるごみ減量を図る。

斎場の維持補修に伴う経費。

○斎場送迎バス運行経費

斎場の送迎バス運行に伴う経費。

ごみの出し方が悪い集積所の監視及びパトロールを実施し、適正
排出の啓発及び環境衛生の保持を行う。

自治会・ＰＴＡ等による資源回収を促進し、ごみの減量・リサイ
クルを図る。

斎場費

斎場の運営に伴う経費。

○斎場維持管理経費

斎場の維持管理に伴う経費。

○斎場維持補修経費

航空機騒音問題に対応するための騒音実態調査を行う。

協働提案事業

本事業は、協働事業としての事業者提案を受け、実施するもので
あり、民間企業の協力により、調理時の光熱水費等エネルギー使用
量の見える化による省エネや、地産地消、食育など食材を無駄にし
ないといったエコ・クッキングの体験学習を展開する。
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注：◎は実施計画事業 ○は主な事業 △は拡充事業 (単位 千円)

款 項 目 科目名（事業名及び内容）
27年度

当初予算額
予算書
ページ

26年度
当初予算額

○有料事業系指定ごみ袋及び粗大ごみ事務事業 15,058 17,324

○廃食油等リサイクル経費 1,478 1,719

○牛乳パック等リサイクル経費 1,571 2,000

○特定家庭用機器処理事業経費 1,980 2,358

◎小型家電リサイクル事業 2,656 1,258

○ 廃棄物処理施設モニタリング事業 2,700 2,700

7 379,440 376,790

146,143 146,143

○再資源化施設管理運営費

○ 資源ごみ収集運搬費 211,790 203,632

○ビン・缶・ペットボトル収集運搬経費 181,586 174,614

○紙類収集運搬経費 30,204 29,018

○ ビーナスプラザ運営費 19,310 18,526 131

○多目的工房運営経費 2,126 1,294

長期包括責任委託事業において、再資源化施設の管理及び運営に
係る委託経費。

分別排出された新聞・雑誌(雑紙)・段ボールの分別収集運搬の委
託経費。

平成25年４月１日に施行された「使用済小型電子機器等の再資源
化の促進に関する法律」に基づき、家電製品に含まれる希少金属の
有効利用を図り、ごみの減量・リサイクルを促進する。

長期包括責任委託事業における廃棄物処理施設（ごみ処理施設、
不燃・粗大ごみ処理施設、再資源化施設、し尿処理施設）の管理及
び運営モニタリングに係る委託経費。

○ 廃棄物処理施設長期包括責任委託事業（債務負担行為分）

分別排出されたびん・缶・ペットボトルの分別収集運搬の委託経
費。

リサイクル処理費

事業系少量排出事業所の適正排出、ごみ減量の推進及び粗大ごみ
の排出抑制を図る。

廃食油、古着・古布の拠点回収を行い、ごみの減量・リサイクル
を図る。

牛乳パック等の飲料用紙パック、白色発泡トレイ及び紙製容器包
装を回収し、ごみの減量・リサイクルを促進する。

不法投棄された特定家電をリサイクル処理するための経費。

各種リサイクル教室やリサイクル講座を開催する経費。
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注：◎は実施計画事業 ○は主な事業 △は拡充事業 (単位 千円)

款 項 目 科目名（事業名及び内容）
27年度

当初予算額
予算書
ページ

26年度
当初予算額

11,539 11,589

5,645 5,643

10 1,979,080 2,004,910

1,267,717 1,265,693

○塵芥処理施設管理運営費

○ 焼却残渣等処分費 265,661 255,916

○ ごみ収集運搬費 445,652 425,471

○可燃ごみ収集運搬費 390,622 374,681

○不燃ごみ収集運搬費 24,270 28,420

○粗大ごみ収集運搬費 30,760 22,370

15 98,290 98,580

○ 廃棄物処理施設長期包括責任委託事業（債務負担行為分） 59,089 59,089

○し尿処理施設管理運営費

○ し尿収集運搬費 38,961 38,961

し尿収集運搬費の委託経費。

○ 廃棄物処理施設長期包括責任委託事業（債務負担行為分）

長期包括責任委託事業において、ごみ処理施設、不燃・粗大ごみ
処理施設の管理及び運営に係る委託経費。

焼却残渣を最終処分場に埋立処理する等に要する経費。

可燃ごみ収集運搬の委託経費。

不燃ごみ収集運搬の委託経費。

長期包括責任委託事業において、し尿処理施設の管理及び運営に
係る委託経費。

粗大ごみ収集運搬の委託経費。

し尿処理費

リサイクルショップの運営にかかる経費。

○ビーナスショップ運営経費

塵芥処理費

○家具・自転車再生工房運営経費

家庭で不用になった家具や自転車の修理再生にかかる委託料等の
経費。
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注：◎は実施計画事業 ○は主な事業 △は拡充事業 (単位 千円)

25 12,380 16,790

10 11,620 16,250

5 11,620 16,250

○ 漁港施設管理費 1,640 6,020 133

○漁港施設維持補修経費 815 5,740

30 793,580 825,860

5 793,580 825,860

10 574,150 599,790

○ 中小企業支援事業 514,979 516,751 135

◎中小企業資金利子補給金 54,000 56,000

○ 就労支援事業 17,400 15,022

○就労支援アドバイザー経費 1,467 1,501

○地域職業相談室経費 4,925 3,781

◎若者向け就職相談事業経費【新規】 218 －

◎人と地域をつなぐ就業体験事業補助金 1,250 2,591

15 87,390 81,620

○ 観光推進事業 76,797 79,024

318 318

27年度
当初予算額

予算書
ページ

商工費

26年度
当初予算額

農林水産業費

水産業費

水産業総務費

浦安漁港公示施設に係留する船と航路の安全性を図るため、境川
公共桟橋等の維持補修工事を行う。

商工費

商工業振興費

「浦安市中小企業資金融資条例」に基づく貸付を受けた事業者に
対し、金融機関より融資を受けた元金に対する利子の一部を補助す
ることで債務負担を軽減する。

求職者の就職促進を図るため、国との共同で地域職業相談室の運
営を行う。

本市の労働人口の増加・改善を図るため、未就業の若者を対象
に、専門の相談員が就職に関する相談に応じる。

市内外の大学生等を対象に、地元企業でインターンシップを行う
など、就職に必要な力を身に付けてもらうとともに、地元企業への
就職率の向上を図る。

観光費

款 項 目 科目名（事業名及び内容）

就労に関する相談に応じるため、就労アドバイザーを地域職業相
談室に配置する。

○うらやす観光推進協議会委員７名分報酬

経済・業界団体、事業者、市民等が協働して浦安観光の振興と発
展を図る事業を検討し実施する協議会委員に対する報酬。
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注：◎は実施計画事業 ○は主な事業 △は拡充事業 (単位 千円)

27年度
当初予算額

予算書
ページ

26年度
当初予算額

款 項 目 科目名（事業名及び内容）

○市民参加型観光イベント等実施事業 5,300 5,300

○観光人材育成支援事業 177 188

○国際コンベンション誘致事業協賛金 2,400 2,400 137

○（社）浦安観光コンベンション協会補助金 65,000 65,000

○ 少子化対策基金事業 8,000 －

◎うらやす婚活応援プロジェクト事業補助金 8,000 2,000

20 20,840 19,880

○ 19,124 18,045

7,990 7,163

10,522 10,312

○ 1,167 1,133

732 700

観光事業を支える人材を育成するため、観光ボランティアガイ
ド・観光事業者等を対象とした研修会を実施する。

事業者や市民活動団体などとの協働により、まちの魅力を伝える
交流型のイベント創出事業を実施する。

本市の知名度を向上させるとともに、経済波及効果等が見込まれ
る国際コンベンションを県と一体となり誘致するため、ちば国際コ
ンベンションビューローに協賛する。

（社）浦安観光コンベンション協会を育成し、その健全な発展
と、事業活動の促進や対外的な観光ＰＲなどによる地域の活性化を
図るため、協会の運営及び各種事業に要する経費の一部を補助す
る。

観光を切り口とした結婚や出会いをサポートする事業などを行う
ため、市職員や婚活事業者、地域で活躍する市民などで構成する
「うらやす婚活応援プロジェクト実行委員会」に対し、補助金を交
付する。

消費者対策費

消費生活センター運営事業

○消費生活相談員５名分報酬

消費生活相談の充実を図る。

○消費生活センター運営経費

消費生活の様々な情報の収集や提供、知識の普及・啓発を推進す
る拠点としての機能充実を図る。

消費者啓発事業

○消費生活啓発経費

消費生活の様々な情報の収集や提供、知識の普及・啓発を推進
し、賢い消費者の育成を図る。

71



注：◎は実施計画事業 ○は主な事業 △は拡充事業 (単位 千円)

35 5,567,510 7,004,240

5 720,280 742,460

15 469,140 504,330

○ 自転車対策経費 69,881 78,925 139

○放置自転車対策経費 69,761 78,723

○ 交通安全対策費 17,589 14,537

○交通安全教育事業 2,481 2,972

○自転車安全利用推進事業 13,309 9,741

○ 交通安全施設整備事業 29,216 12,187 141

10 926,950 835,730

5 336,520 291,020

◎ 地籍調査経費 123,189 78,250

10 403,020 385,350

○ 道路補修等事業 273,926 268,889

◎道路ストック総点検事業 22,680 44,270

款 項 目 科目名（事業名及び内容）

交通安全費

駅周辺を中心に、自転車等の放置防止に関する啓発活動のほか、
放置自転車等の移送、保管等業務を行うことにより、市民の良好な
生活環境の確保を図る。

交通安全教室・自転車交通安全教室を開催し、幼少期より高齢者
まで年齢層に合わせた交通安全教育を段階的に実施する。

自転車安全利用指導員・推進員による注意指導や浦安警察署や関
係団体等と連携し、街頭キャンペーンなどの啓発活動を実施して、
自転車の交通ルール遵守やマナー向上を図る。

道路標識、区画線、道路反射鏡等の設置及び維持補修を行うほ
か、自転車による交通事故の防止を図るため、関係機関と調整しな
がら自転車通行環境を整備する。

道路橋りょう費

道路橋りょう総務費

地籍調査経費については、東日本大震災の液状化により土地の境
界が移動したため、土地の所有者の立会いのもとで境界を確認し、
それぞれの境界に境界標を設置し、境界の確定する作業を行う。

道路維持費

市内各道路及び街灯、並びに市内各駅前の施設の維持管理と補修
を行う。

市内道路の適切な維持管理及び更新のため路面性状基礎調査等の
点検を行う。

予算書
ページ

土木費

土木管理費

27年度
当初予算額

26年度
当初予算額
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注：◎は実施計画事業 ○は主な事業 △は拡充事業 (単位 千円)

款 項 目 科目名（事業名及び内容）
予算書
ページ

27年度
当初予算額

26年度
当初予算額

15 45,920 39,210

◎ 道路環境整備事業 4,971 － 143

◎当代島旧県道整備事業 4,971 －

○ 街灯ＬＥＤ化事業（債務負担行為分） 34,772 30,650

25 137,710 117,260

◎ 集中豪雨対応調査経費【新規】 12,420 －

15 222,770 197,310

5 222,770 197,310

○ 河川施設維持管理費 123,263 107,377

○雨水吐口ゲート 42,093 37,850 145

○港鉄鋼陸閘門 1,472 －

○ 河川海岸環境整備事業 52,292 45,260

○境川水辺空間整備事業 31,000 24,000

◎舞浜地区海岸整備事業 20,000 20,000

20 3,452,660 4,949,610

5 510,760 534,040

○ まちづくり事業 1,188 3,164

◎良好なまちづくり支援事業 800 540

地域住民の自主的なまちづくりや災害に強いまちづくりを支援す
るため、専門のアドバイザーの派遣や講演会を開催する。

河川総務費

道路新設改良費

船圦緑道前交差点から市川市境までの区間の道路環境整備を進め
るため、実施設計を行う。

河川費

市内の街灯のＬＥＤ化の推進を図り、電力量などのコスト縮減を
図ります。

排水路費

都市計画総務費

港地区と鉄鋼通り地区の間に設置されている海岸保全施設の代替
えとなる陸閘門の維持管理を行う。

集中豪雨対策を検討するための基礎資料として、雨水管の現況測
量等を行う。

市内に設置されている吐口ゲートの集中管理設備のシステム更新
（子局）を行う。

境川Ｂゾーン及びＣゾーン水辺空間整備事業に伴う県への負担
金。

舞浜地区の外周緑地を海岸用地と一体整備するための県への負担
金。

都市計画費
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注：◎は実施計画事業 ○は主な事業 △は拡充事業 (単位 千円)

款 項 目 科目名（事業名及び内容）
予算書
ページ

27年度
当初予算額

26年度
当初予算額

◎ 景観計画運営事業 6,080 3,702 147

○ 公共交通機関整備促進事業 7,206 25,652

◎浦安市バス利用促進等総合対策事業補助金【新規】 6,000 －

◎京葉線・りんかい線相互直通運転促進事業 1,200 －

○ コミュニティバス事業 86,000 79,000

○コミュニティバス運行経費補助金

◎ 都市整備企画調整事業【新規】 12,311 －

◎密集市街地防災まちづくり方針策定経費【新規】 7,343 －

◎新浦安駅北口及び若潮通り歩行空間整備検討経費【新規】 4,968 －

○ 協働提案事業 1,924 1,742

○浦安景観まちづくり啓発事業

15 975,310 1,268,610

○ 公園管理運営事業 474,064 422,147 149

◎健康遊具設置促進事業【新規】 19,052 －

堀江・猫実地区の密集市街地において、地区の防災性能の現状や
安全性について検証するとともに、燃え広がらず、壊れにくい地域
づくりを目指すための基本的な方針や、街区ごとの整備誘導手法等
について調査検討する。

新浦安駅北口バスベイの拡充や若潮通りにおける安全な歩行空間
の確保など、道路・交通環境の改善策について、関係機関との協議
を行いながら調査検討する。

景観まちづくりに関する活動を行っている市民活動団体と協働し
て景観啓発に関する活動を行うための経費。

公園費

高齢者の健康維持増進を目的に計画的な健康遊具の設置を行う。

地域の特性を活かした良好な景観形成を図るため景観計画及び景
観条例に基づき、建築行為などの規制誘導を引き続き行っていくと
ともに、景観形成に対する意識向上のため、講座やシンポジウムな
どを開催する。

京葉線・りんかい線相互直通運転を促進するため、本市が参加す
る「ＪＲ京葉線・東京臨海高速鉄道りんかい線の相互直通運転促進
に関する協議会」において、平成26年度に実施した乗り継ぎ実態調
査に引き続き、京葉線・武蔵野線の利用動向を推計し、相互直通運
転による沿線への効果を検証する。

運行経費から運賃収入を差し引いた不足分を補助する。

バス乗継利用者の負担軽減を図るため、バス事業者が実施する乗
継割引運賃制度の導入に係る費用の一部を補助する。
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注：◎は実施計画事業 ○は主な事業 △は拡充事業 (単位 千円)

款 項 目 科目名（事業名及び内容）
予算書
ページ

27年度
当初予算額

26年度
当初予算額

○ 緑のリサイクル事業 15,615 13,380

○ 公園建設事業 39,032 436,702

○街区公園整備事業 29,927 19,485

◎浦安公園整備事業（設計）【新規】 9,105 －

20 690,840 520,260

○ 緑化推進事業 14,672 14,820

○緑化推進経費 3,864 3,762

○公園等里親制度支援事業 1,525 1,525

○ 緑地・緑道整備事業 284,289 180,933 151

2,646 3,478

8,759 －

272,884 177,455

○ 2,912 3,400

○みどりのネットワーク事業補助金 564 564

○みどりのネットワーク事業経費 364 364

緑化活動団体の支援や緑化講習会など緑化啓発活動に係る経費。

市民参加による公園等の管理・活動の支援に係る経費。

◎浦安絆の森（緑の防潮堤）整備事業(設計）

平成28年度、三番瀬沿い緑道に予定している絆の森整備の為の実
施設計を行う。

◎浦安絆の森（緑の防潮堤）整備事業

ネットワーク作りに係る機器リース代等の経費。

公共事業で発生した枝葉等をチップ化、堆肥化する。

江川児童公園に隣接する市有地を公園として整備し、公園の拡張
を図る。また、富士見3丁目の市有地を公園として整備する。

元町で唯一の近隣公園となる（仮称）浦安公園の整備に向けた内
部検討会を行うとともに、基本計画を策定する。

緑化推進費

市内の緑化活動団体等の情報交換や交流を図るためのネットワー
ク作りを行う。

日の出海岸沿い緑道に絆の森を整備するため、基盤造成工事を行
う。

○シンボルロード緑道部整備事業

震災により被災したシンボルロード緑道部（美浜地区）の復旧・
改修を行う。

協働提案事業
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注：◎は実施計画事業 ○は主な事業 △は拡充事業 (単位 千円)

款 項 目 科目名（事業名及び内容）
予算書
ページ

27年度
当初予算額

26年度
当初予算額

◎浦安絆の森(緑の防潮堤）協働育成事業補助金 1,984 2,472

25 47,540 516,040

◎ 浦安駅周辺再整備事業 23,042 156,933

◎ 旧市街地整備事業 7,404 1,010

○ 当代島地区住環境改善に関する調査検討経費 3,240 3,240

30 27,740 25,950

◎ 既存建築物耐震改修促進事業 22,073 19,123 153

◎既存建築物耐震改修啓発事業 1,522 －

◎木造住宅耐震改修等補助金 10,000 14,800

◎分譲マンション等耐震改修等補助金 10,551 4,323

35 49,920 21,140

○ 堀江・猫実Ｂ地区土地区画整理事業 29,676 14,290

○土地区画整理事業運営費 29,676 3,320

◎ 新中通り周辺市街地整備事業 16,105 4,084

◎事業検討調査経費 14,953 4,084

◎事業用地等維持管理経費 1,152 －

事業に伴う用地の維持管理を行うための経費。

建築指導費

昭和56年５月31日以前に建築された木造住宅の耐震診断や耐震改
修等を行う市民に費用の一部を助成し、耐震化を支援するための補
助金。

土地区画整理費

堀江・猫実Ｂ地区土地区画整理事業の完了に伴う交付清算金等の
経費。

事業を円滑に進めるため、住民や関係権利者とのまちづくり推進
活動や現況測量・権利調査の実施、また事業用地として先行取得す
るための不動産鑑定等を行うための経費。

昭和56年５月31日以前に建築された分譲マンション等の耐震診断
や耐震改修等を行う市民に費用の一部を助成し、耐震化を支援する
ための補助金。

既存住宅の耐震対策等の取り組みが円滑に進められるよう開催さ
れる相談会や、出前講座における専門員派遣のための経費。

境川を活かした公園等の整備に向けた検討経費。

当代島地区の一部では、狭隘道路や行き止まり道路等に沿って建
築物が建ち並んでおり、災害時の避難等において安全性に課題があ
る地区が存在している。そのため、それら課題についての改善方策
を検討調査するための経費。

浦安絆の森に植樹する苗をドングリから育て植樹する活動を緑化
活動団等と協働して小学校等の子供たちに行っていく経費。

市街地整備費

浦安駅周辺の課題対応に向けたまちづくり推進業務。

◎新橋周辺地区公園等拠点整備検討経費
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注：◎は実施計画事業 ○は主な事業 △は拡充事業 (単位 千円)

款 項 目 科目名（事業名及び内容）
予算書
ページ

27年度
当初予算額

26年度
当初予算額

25 住宅費 244,850 279,130

5 165,750 164,460

○ 住宅対策経費 19,837 20,331 155

○マンションライフセミナー開催経費 48 48

○マンションシンポジウム開催経費 1,054 479

○集合住宅管理アドバイザー派遣経費 260 260

○マンションみらいネット更新費用助成金 168 216

11 79,100 114,670

○ 猫実五丁目東地区住環境整備事業 79,100 114,670

○事業用地整備事業 43,167 14,707

○事業用地購入事業（土地開発基金より購入） 17,320 －

○事業用地等維持管理費 4,583 1,335

○事業用地調査事業 10,443 4,050

○コミュニティ住宅管理経費 3,372 16,688 157

住宅管理費

事業用地の適切な維持管理を行うための経費。

土地の買収に伴う不動産鑑定、事業用地の測量・家屋移転補償金
算定及び用地交渉補助業務等の経費。

コミュニティ住宅の施設修繕・光熱水費等の経費。

マンション管理に関する学習機会や情報提供を促進するための講
習会などの開催経費。

マンションの管理の質を高め、意識の高揚を図るため、テーマを
設けた講演などを行うシンポジウムの開催経費。

マンションの維持管理は各種の専門的な知識が必要となることか
ら、専門相談員を派遣し相談・アドバイスを行うための経費。

マンションの適正な維持管理の促進に寄与する「マンションみら
いネット」に登録している管理組合の更新費用に対する助成金。

住環境整備事業費

事業地内の道路整備工事や下水道管敷設整備工事等を行うための
経費。

事業用地を買収するための経費。
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注：◎は実施計画事業 ○は主な事業 △は拡充事業 (単位 千円)

40 2,047,580 2,546,520

5 2,047,580 2,546,520

5 1,893,870 1,918,830

○ 消火器無償配付事業 1,722 7,548 159

○ 消防指令業務運用事業 124,577 111,694

36,739 33,219

◎千葉北西部消防指令センター共同運用負担金 13,552 9,771

◎千葉県消防指令業務共同運用経費（債務負担行為分） 74,286 62,878

○ 消防資機材整備事業 14,214 37,728

○消防資機材購入費 14,214 36,992

○ 10,320 6,175

○ 少年消防団活動費 4,960 3,795

○少年消防団活動経費

10 71,330 58,940

○ 消防団運営費 46,146 38,735 161

○消防団活動費 12,443 11,243

非常備消防費

消防団の充実強化を図り、団員の士気高揚及び消火活動の向上な
どを行う。

自動体外式除細動器（ＡＥＤ）普及事業

市民の救命率向上を図ることを目的に、自動体外式除細動器（Ａ
ＥＤ）の普及啓発を行う。

予算書
ページ

消防費

消防費

常備消防費

27年度
当初予算額

26年度
当初予算額

市内に在住する小学校５・６年生を対象に、年間活動計画によ
り、防火・防災に関する知識と技術を学び、規律ある団体行動の中
で少年少女の健全な育成を図る。

○消防指令業務運用経費

千葉北西部消防指令センター運用に関連する本市の通信回線、気
象観測装置、消防団指令システム等の運用経費。

千葉北西部消防指令センター共同運用経費の本市負担金。

千葉北西部消防指令センター運用に係る指令装置、車両端末装
置、消防情報管理システム等の賃貸借及び保守管理経費。

各種災害に対応するため、資機材の整備・更新を行う。

款 項 目 科目名（事業名及び内容）

転入してきた市民を対象に、世帯ごとに消火器の無償配付を行う。
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注：◎は実施計画事業 ○は主な事業 △は拡充事業 (単位 千円)

予算書
ページ

27年度
当初予算額

26年度
当初予算額

款 項 目 科目名（事業名及び内容）

15 82,380 568,750

○ 消防施設維持補修事業 2,400 102,342

○消防庁舎等維持補修経費 1,700 76,105

○消防団詰所等維持補修経費 700 26,237

○ 36,797 37,877 163

○高規格救急自動車購入費（更新１台分） 36,797 37,877

○ はしご付消防自動車分解整備修繕費 29,709 －

○ 消防水利整備事業 10,923 37,943

○消防水利整備等経費

常備消防施設の保全に係る維持補修を行う。

非常備消防施設の保全に係る維持補修を行う。

はしご付消防自動車の機能及び安全性の確保に係る分解整備修繕
を行う。

消防水利の整備・維持管理を行う。

高規格救急自動車１台を購入する。

常備用消防車両購入費

消防施設費
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注：◎は実施計画事業 ○は主な事業 △は拡充事業 (単位 千円)

45 14,033,160 15,165,200

5 2,434,520 2,182,810

10 1,038,610 927,670

○ 奨学資金事業 124,184 － 163

◎奨学支援金【新規】 103,080 － 165

○ 教育委員会点検・評価事業 74 97

11 44,810 13,520

○ 1,534 1,544

○ 255 1,531

○ 1,626 1,632

○ 120 180

◎ 35,967 －

◎ 4,811 3,743

◎ふるさとうらやす立志塾開催経費 3,873 3,743

予算書
ページ

教育費

教育総務費

事務局費

地域とともに歩む学校づくりを推進するため、学校支援コーディ
ネーター及びボランティアの養成を進めるとともに、地域住民によ
る学校支援のネットワークを構築する。

植物工場活用推進事業【新規】

ふるさとうらやす立志塾開催事業

教育情報誌発行事業

こども教育未来センター整備事業

学校教育を支える研修事業、まなびサポート事業、調査・研究事
業、教育相談事業等を一体的に展開する新たなこども教育未来セン
ターの整備に向け、基本構想に基づき、調査・検討を進める。

高等学校、専門学校、短期大学、大学等への入学決定者並びに在
学者で学業成績が優秀で学習意欲があり、経済的理由により修学が
困難な者に対し、奨学支援金を支給する。

教育ビジョン実施事業

27年度
当初予算額

26年度
当初予算額

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第27条第１項の規
定により、毎年、教育委員会がその権限に属する事務の管理及び執
行状況について行う点検評価に対し、意見・助言を求める。

教育政策費

款 項 目 科目名（事業名及び内容）

地域とともに歩む学校づくり推進経費

本市教育のありかたや方向性、実現のための具体的な施策等を示
した改訂「浦安市教育ビジョン」・後期基本計画について、報告
書・リーフレットの配布やＨＰの活用等により、広く周知し推進し
ていく。

市民の教育に対する関心を高め、学校・家庭・地域が一体となっ
た教育を推進するため、市の教育施策や教育に関する行事等の実施
状況を載せた教育情報誌を発行する。

理科・環境教育や食育などの学校教育を充実させるため、理科教
育推進校に植物の生育に必要な環境を人工的に制御し、連続的に生
産が出来る植物工場を設置し、活用しながら課題などについて検討
し、本格的な活用・運営を行っていく。

将来のふるさと浦安のリーダーを育成することを目的に、市立各
中学校でリーダーとして活動する２年生を対象に、講話の聴講や体
験活動、集団討議などを行う研修を実施する。
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注：◎は実施計画事業 ○は主な事業 △は拡充事業 (単位 千円)

予算書
ページ

27年度
当初予算額

26年度
当初予算額

款 項 目 科目名（事業名及び内容）

◎ふるさとうらやす立志塾５周年記念行事開催経費【新規】 938 －

◎ 300 300

13 549,230 549,650

○ 学校評議員経費 2,247 2,333 167

○ 学校教育臨時教員等経費 536,805 535,290

○心身障がい児補助教員経費 335,066 322,521

○免許外教科対策教員経費 21,917 24,197

○少人数教育推進教員経費 148,729 169,984

◎小中連携推進教員経費【新規】 10,415 －

15 602,700 483,560

○ いじめ対策調査委員会運営費【新規】 140 －

○いじめ対策調査委員会委員５名分報酬【新規】 137 －

○いじめ対策調査委員会経費【新規】 3 －

学務費

地域に開かれた学校づくりを推進するため、校外の有識者等を学
校評議員とし、学校運営に対する意見・助言を求める。

小中連携・一貫教育推進事業

補助を必要とする児童・生徒に対する学習活動等の支援及びその
学級担任の補助を行う。

中学校の免許外の教科指導を解消し、生徒一人ひとりの該当教科
の学習活動を充実させるために配置する。

教育委員会の附属機関であるいじめ対策調査委員会において、市
立小・中学校におけるいじめの防止等のための対策、及びいじめに
よる重大事態に係る事実関係を明確にするための調査・審議を行
う。

小中連携・一貫教育推進の一つとして、小中学校の教員が学校種
を超えて児童生徒の指導を行うことができるようにするために非常
勤職員を配置する。

幼稚園、保育園、小・中学校の教職員が連携しながら、就学前か
ら義務教育９年間を一貫した教育を展開する小中連携・一貫教育を
全中学校区で推進する。

平成23年度から開催している立志塾の塾生を一同に集め、卒塾後
の塾生の活動を報告する等により、塾生の更なる成長を促す。

児童生徒一人一人の個性を尊重したゆとりある教育環境の実現を
目的とした少人数教育を推進するため、各小中学校に非常勤職員を
配置する。

指導費
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注：◎は実施計画事業 ○は主な事業 △は拡充事業 (単位 千円)

予算書
ページ

27年度
当初予算額

26年度
当初予算額

款 項 目 科目名（事業名及び内容）

○ 教育相談推進事業 72,743 73,338

○適応指導教室経費 9,773 9,149 169

○教育相談室経費 9,938 10,022

○スクールライフカウンセラー配置経費 50,077 51,167

○訪問相談員派遣事業 2,950 2,995

○ 情報教育推進事業 218,260 177,995

○コンピュータ教育推進事業 70,739 65,719

○学校教育用コンピュータ整備事業 72,121 66,746

○学校教育支援システム運用事業 53,120 43,802

○こどもの成長の記録提供システム運用事業 4,068 1,728

◎タブレット活用推進事業【新規】 18,212 －

児童・生徒の精神的な悩みを解消するための援助・助言を行うた
め、小・中学校にスクールライフカウンセラー(26人）を配置する。

引きこもり傾向など不登校児童・生徒を対象として訪問相談を実
施する。

情報教育環境を有効に活用するためのサポート体制の整備を行
う。

学校の情報教育環境を向上させるため、コンピュータの導入や更
新を行う。

児童・生徒の円滑なＩＣＴ活用を図るために学校ネットワーク環
境の維持管理を行う。

学校における子どもの成長の記録の様子をデータベース化し、累
積した情報をよりわかりやすく家庭に知らせ、また、教職員の事務
処理に係る時間を軽減するシステムの運用を行う。

普通教室での一斉学習・個別学習・協働学習におけるタブレット
端末の利活用を進め、わかる授業の展開を推進するとともに児童生
徒一人一人の主体的な学習を進め、情報活用能力を育成する。

不登校児童・生徒に対し、適応指導教室指導員による学習指導・
小集団活動支援・カウンセリング等を行い学校復帰を支援する。

児童・生徒及びその保護者、教育関係者を対象に、学校生活及び
教育全般にわたる諸問題の相談窓口を開設し、電話相談、面接相談
により対応する。
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注：◎は実施計画事業 ○は主な事業 △は拡充事業 (単位 千円)

予算書
ページ

27年度
当初予算額

26年度
当初予算額

款 項 目 科目名（事業名及び内容）

○ 英語教育推進事業 61,746 62,043

○ＡＬＴ配置経費

○ 教育研究センター事業 18,721 13,053

○教育研究センター運営費 13,487 7,699

○きめ細かな指導推進事業 462 462

○調査研究事業 4,412 4,532

○ まなびサポート事業 85,198 64,154

○まなびサポート事業 82,066 60,801

○インクルーシブ教育システム構築モデルスクール事業 3,064 3,288

○ 教科指導推進事業 70,031 15,560

○理科支援ティーチャー配置事業 13,925 13,993

○教科用指導書購入経費 49,676 343 171

教職員の指導力の向上を図るために、効果的な指導法等の資料を
提供する。

学校教育の現代的教育課題について、本市の実態を探ることによ
り、学校教育の充実と確かな学力の向上を図る。

特別な教育的支援を必要とする子どもたち一人一人の自立や社会
参加に向けた相談や支援を行う。新設の特別支援学級や学習支援室
の整備を行う。また、支援員を配置する。

特別な教育的支援の必要な児童生徒に対する的確な指導・支援の
実践事例を蓄積するとともに、必要となる校内体制の整備等につい
て実践研究を行う。

子どもたちの理科離れの解消や学力の向上のため、理科の観察や
実験などの学習サポートをする理科支援ティーチャーを配置する。

義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律他関連法規
に基づき採択され、平成27年度より使用する小学校教科書の教師用
指導書を市立各小学校教員へ、また、平成24年度より使用している
中学校教科書の教師用指導書の不足分を市立各中学校教員に配付す
る。

小・中学校の外国語教育及び国際理解教育の充実・推進を図るこ
とを目的とし、市立小・中学校にＡＬＴ及びＡＬＴコーディネー
ターを派遣する。

学校教育の充実を目指し、教職員のための各種研修会・講座を実
施する。
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注：◎は実施計画事業 ○は主な事業 △は拡充事業 (単位 千円)

予算書
ページ

27年度
当初予算額

26年度
当初予算額

款 項 目 科目名（事業名及び内容）

○幼保小連携教育推進事業経費 30 30

○ 幼児教育推進事業 1,275 1,172

○小動物飼育支援事業経費 65 －

○ 浦安市ふるさとふれあい教育推進事業 14,600 14,510

○浦安市ふるさとふれあい教育活動推進事業補助金

17 193,650 202,430

○ 部活動推進事業 36,454 31,931

○ 学校等防犯対策費 43,938 60,375 173

10 1,630,800 2,572,880

5 951,030 1,443,170

○ 小学校管理事業 714,539 1,141,004

○各小学校エアコン設置事業【新規】 40,632 －

○ 小学校整備事業 8,341 71,044

○小学校施設管理等指針策定事業【新規】 8,341 －

◎ 小学校特別支援関連施設事業【新規】 7,053 － 175

各小学校に警備員を配置し、小学校（７校）、中学校（９校）、
幼稚園（８園）に防犯カメラを設置する。また通学路の防犯対策と
して、新１年生児童に防犯ブザ－を無償配布する。

小学校費

学校管理費

各小学校の校舎特別教室・配膳室にエアコンを設置するため、賃
貸借を行う。

小学校既存施設の維持管理、維持補修実施に伴う指針を策定す
る。

特別支援学校等に通う子どもたちの教育ニーズを考慮した環境を
整備するための工事を行う。

幼稚園・認定こども園・保育園・小学校・中学校の学びの系統
性、連続性の構築を目指し、連携・一貫教育を継続的・計画的に推
進する。

市立幼稚園及び市立認定こども園の飼育環境・飼育方法の指導を
委託する。

市立幼稚園・市立認定こども園及び小・中学校において設置され
た学校教育活動支援協議会が行う学校と地域の協働による教育活動
を支援する。

平成27年度においては、補助事業を見直し、教育ビジョンに掲げ
た子ども像実現のための教育活動を支援、助成する事業を見直して
実施する。

保健体育安全費

各小・中学校の部活動を活性化するために部活動指導者を各学校
に派遣する。部活動に必要な物品の購入費や大会参加費の補助、さ
らに部活動の大会を主催する小中学校体育連盟への補助などの事業
を行う。
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注：◎は実施計画事業 ○は主な事業 △は拡充事業 (単位 千円)

予算書
ページ

27年度
当初予算額

26年度
当初予算額

款 項 目 科目名（事業名及び内容）

10 133,700 132,090

○ 要保護及び準要保護児童就学援助費 30,991 30,000

15 546,070 997,620

◎ 入船地区学校統合整備事業 546,070 291,657

◎入船南小学校整備事業（継続費分） 545,317 291,342

◎入船南小学校整備事業関連経費 753 315

15 2,087,850 1,463,460

5 1,223,030 1,282,870

○ 中学校管理事業 811,843 799,301

○各中学校エアコン設置事業【新規】 66,366 －

○ 中学校整備事業 253,851 313,028

○各中学校トイレ改修事業 249,686 －

○中学校施設管理等指針策定業務【新規】 4,165 － 177

10 105,210 105,370

○ 要保護及び準要保護生徒就学援助費 34,593 29,000

15 759,610 75,220

◎ 入船地区学校統合整備事業 759,610 73,866

◎入船中学校整備事業（継続費分） 727,934 70,179

教育振興費

学校建設費

平成27年度４月の入船地区学校統合にあたり、引き続き入船小学
校既設校舎の改修工事を行う。事業完了は平成27年第２四半期の予
定。

経済的な理由により児童に義務教育を受けさせることが困難と認
められた世帯に対し、学校教育に必要な経費の援助を行う。

入船小学校整備事業に関連する、機械警備機器復旧等関連工事等
の経費。

中学校費

学校管理費

各中学校の校舎特別教室・配膳室と武道場にエアコンを設置する
ため、賃貸借を行う。

富岡・美浜・日の出中学校校舎のトイレについて、環境改善と多
機能トイレの設置を目的とした全面改修工事を行う。

中学校既存施設の維持管理、維持補修実施に伴う指針を策定す
る。

教育振興費

学校建設費

平成27年度４月の入船地区学校統合にあたり、引き続き入船中学
校既設校舎の改修工事を行う。事業完了は平成27年第２四半期の予
定。

経済的な理由により生徒に義務教育を受けさせることが困難と認
められた世帯に対し、学校教育に必要な経費の援助を行う。
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注：◎は実施計画事業 ○は主な事業 △は拡充事業 (単位 千円)

予算書
ページ

27年度
当初予算額

26年度
当初予算額

款 項 目 科目名（事業名及び内容）

◎入船中学校整備事業関連経費 31,676 3,687

20 1,302,990 1,716,180

5 1,302,990 1,716,180

○ 幼稚園整備事業 3,324 292,951 179

○幼稚園園庭芝生化整備事業 3,324 3,399

○ 幼保連携推進事業 212 91

○就学前保育・教育指針推進経費 121 －

○ 補助金 181

○浦安市幼稚園就園奨励費補助金（少子化対策基金事業） 110,772 119,089

25 2,154,600 2,093,170

5 153,730 158,920

○ 生涯学習推進事業 5,532 4,569

○生涯学習フォーラム 493 536

○生涯学習情報提供システム運営事業 1,697 1,545

○うらやすこども大学運営事業 606 －

◎青少年自立支援未来塾事業【新規】 595 －

時代の生涯学習ニーズに沿ったテーマで、市民とともに教育を考
える生涯学習フォーラムを開催する。

生涯学習施設などの学習情報を一元化して発信するとともに、市
民団体が直接活動内容を発信できる生涯学習情報提供システム「ま
なびねっとＵＲＡＹＡＳＵ」を運用する。

子どもたちに、日常とは違った専門性の高い活動を体験する機会を
設け、自ら学び、体験することによる“気づき”や、トップレベル
の知識・技術に触れることによる知的好奇心の向上など、未来の浦
安を担うこどもたちを育成する一助として、市内３大学の協力を得
て、大学キャンパスを会場とした「うらやすこども大学」を開催す
る。

学習が遅れがちな中学生に対して学習習慣の確立及び基礎学力の
定着並びに学力向上を目的に、大学生や教員OBなど地域住民の協力
による学習支援の充実を図る。

社会教育総務費

入船中学校整備事業に関連する、仮設校舎賃借料・解体工事、機
械警備機器復旧等関連工事等の経費。

幼稚園費

幼稚園費

既設整備済み７幼稚園の芝生について、施設関係者などと育成を
行う。

社会教育費

保育園・幼稚園における保育と教育の質的向上を図るため、平成
24年度に改訂した保育・教育指針の内容を現場に浸透させるととも
に、これまでの取り組みなどを踏まえて、さらに改訂を検討する。

公立及び私立幼稚園に通園している児童の保護者に対し、多子軽
減の対象を拡充すべく、少子化対策基金を活用し、全ての第２子以
降の子どもを対象に加算補助を行う。
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注：◎は実施計画事業 ○は主な事業 △は拡充事業 (単位 千円)

予算書
ページ

27年度
当初予算額

26年度
当初予算額

款 項 目 科目名（事業名及び内容）

○ 補助金 3,880 4,107

○世界一行きたい科学広場ｉｎ浦安実行委員会補助金 1,000 1,000 183

10 1,176,680 1,071,240

○ 公民館活動費 38,810 39,115

◎ 490,201 17,388

15 636,020 647,810

○ 図書館サービス事業 5,603 5,053 185

◎ 電子資料提供サービス事業【新規】 2,934 －

◎震災資料アーカイブ化事業【新規】

○ 児童サービス事業 1,738 1,660

○ 図書館資料の充実 104,899 101,308

△ 図書館運営費 129,915 128,680

○ 新浦安駅前複合施設整備運営事業（債務負担行為分） 2,100 2,162 187

○図書サービスコーナー維持管理費 511 511

○図書サービスコーナー整備費 1,589 1,651

図書館運営に必要な非常勤職員の雇用及び、図書館資料の収集・
整理・保存に必要な物品、並びに図書データの確保・管理を行う。

公民館費

市民に多様な学習機会を提供し、多様な学習需要に応えるため、
各種講座、文化祭等の主催事業を展開する。

富岡公民館大規模改修事業【新規】

経年劣化により、老朽化した施設、設備の改修をする。また、利
用者の利便性に配慮した施設配置を行う。

図書館費

東日本大震災関連資料の電子化に取り組み、収集した資料をアーカ
イブシステムによって市民に公開する。

児童サービスの運営や、カウンター業務に必要な物品を確保する
ほか、児童向け推薦図書リストの作成、児童や保護者等を対象とし
た講座などを行う。

中央図書館・分館等の蔵書となる図書館資料を幅広く安定的に購
入し、その充実を図る。

図書館のサービスに必要な資料や物品等を確保し、情報・資料を
提供することにより市民の多様な要求に対応した学習機会の充実を
図る。

子どもから大人まで科学に親しみを持ち、将来の日本を担う科学
技術系の人材の発掘・育成を目的とする世界一行きたい科学広場ｉ
ｎ浦安実行委員会に補助金を支出する。
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注：◎は実施計画事業 ○は主な事業 △は拡充事業 (単位 千円)

予算書
ページ

27年度
当初予算額

26年度
当初予算額

款 項 目 科目名（事業名及び内容）

20 37,610 28,660

○ 現代文化振興事業 8,067 7,873

○文化振興事業 2,439 2,314

○ 市史編さん経費【新規】 194 －

○市史編さん準備経費【新規】

27 10,110 12,480

○ 青少年補導員報酬等経費 4,443 4,156 189

30 4,422,400 5,136,700

5 156,350 145,310

○ スポーツ・レクリエーション事業 44,000 42,847 191

○フットサル全国リーグ支援事業 2,000 2,000

○ スポーツ交流事業 800 800

○オーランド市マラソン大会選手派遣事業補助金

○ 総合型地域スポーツクラブ支援事業 200 200

○ オリンピック・パラリンピック選手育成事業【新規】 1,000 － 193

○東京オリンピック・パラリンピック選手育成補助金【新規】

○ 生涯スポーツ健康都市推進事業 436 572

東京ベイ浦安シティマラソンにおいて優秀な成績を収めた市民の
中から、オーランド市マラソン大会に派遣し、両市民の親睦、交流
を図る。

総合型地域スポーツクラブの設立準備に対して、イベント等で使
用する用具の提供を行う。

東京オリンピック・パラリンピックに向け、優秀な選手の育成を
図り、気運の醸成と市民スポーツの振興に寄与する。

生涯スポーツ健康都市の宣言を広く市民に啓発していくために、
看板の設置や物資の配布を行っていく。

文化費

うらやす文化市場、アウトリーチ事業等を開催する。

前回発行した市史の収録期間以後20年間について、編さん準備作
業を開始する。

青少年センター費

青少年による非行及び青少年の犯罪被害を未然に防止し、青少年
の健全育成に資するため補導活動等を行う。

保健体育費

保健体育総務費

浦安市をホームタウンとする「バルドラール浦安」の全国リーグ
のホームゲームを支援する。
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注：◎は実施計画事業 ○は主な事業 △は拡充事業 (単位 千円)

予算書
ページ

27年度
当初予算額

26年度
当初予算額

款 項 目 科目名（事業名及び内容）

10 2,342,230 3,059,920

○ 施設管理運営費 637,520 580,203

○陸上競技場指定管理料（債務負担行為分）【新規】 45,579 －

○ 施設維持管理費 414,567 412,721

○運動公園球技場維持管理費 30,949 77,618

○陸上競技場維持管理費 14,849 －

○高洲海浜公園パークゴルフ場維持管理費 23,851 24,769

○ 施設維持補修費 601,762 316,362

◎運動公園球技場維持補修費 57,064 7,064

○高洲海浜公園パークゴルフ場維持補修費 16,839 －

○総合体育館アリーナ空調システム改修事業【新規】 371,844 －

○屋内水泳プール特定天井改修工事（継続費分）【新規】 80,360 －

◎ 運動公園整備事業 687,306 1,721,603 195

◎管理棟・アーチェリー場等整備事業（継続費分） 95,040 286,061

高洲海浜公園パークゴルフ場を適正に維持するための管理指導業
務や保守整備業務等を行う。

運動公園スケートボード場を拡充し、多様化するスポーツニーズ
に対応するため拡張工事を行う。

パークゴルフ場の利便性・快適性の向上を図るため、管理棟脇の
休憩スペースに屋根を設置するほかコース中の水飲み場を整備する
ための工事を行う。

空気調和施設及び自動制御装置の老朽化に伴い補修工事を実施
し、利用者に安全・快適な空調環境を提供する。

建築基準法に基づく天井脱落対策として改修工事を実施し、利用
者の安全を確保する。

各運動施設を運営管理するための管理棟と、弓道も利用できる
アーチェリー場の整備を行う。

体育施設費

陸上競技場の管理運営を効果的に行うとともに、利用者の利便性
とサービスの向上を図る。

生涯スポーツを推進していくために、施設の利用時間を延長し、
施設の有効活用を図る。

陸上競技場を適正に維持管理するためのスポーツトラクタ等の重
要物品購入費や写真判定装置のリース料等に係る経費。
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注：◎は実施計画事業 ○は主な事業 △は拡充事業 (単位 千円)

予算書
ページ

27年度
当初予算額

26年度
当初予算額

款 項 目 科目名（事業名及び内容）

◎野球場整備事業（継続費分）【新規】 392,140 －

◎運動公園園路等整備事業 199,800 －

15 1,923,820 1,931,470

○ 給食費徴収事務費 16,146 13,019

学校給食費の徴収事務を行う。

硬式野球が出来る野球場の整備を２ヵ年で整備していく。１年目
はスタンドなどの建築工事に着手し、２年目の建築の完成に引き続
きグラウンドなどの整備を行う。

公園内に駐車・駐輪場、トイレや、園路などの整備を行う。

学校給食センター費
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注：◎は実施計画事業 ○は主な事業 △は拡充事業 (単位 千円)

48 30,040,790 5,339,290

10 30,040,790 5,339,290

5 4,135,110 5,326,250

◎ 道路等復旧関連事業 949,831 1,349,883 197

◎ 道路等復旧事業（継続費分） 2,684,679 1,856,487

◎ 復興交付金事業 250,000 2,119,880

◎幹線道路液状化対策事業（継続費分） 250,000 1,851,052

◎ 社会資本整備総合交付金事業 250,600 －

◎幹線道路液状化対策事業 250,600 －

15 25,905,680 13,040

◎ 復興交付金事業 25,905,680 13,040

◎市街地液状化対策事業 25,905,680 10,000

款 項 目 科目名（事業名及び内容）

大規模な地震の際、緊急物資の輸送や市民の避難が行えるよう、
緊急輸送路に指定されている市道幹線５号及び６号の液状化対策工
事を行う。

震災により被災した道路等の復旧に伴う積算業務や施工管理等の
関連業務を行う。

市街地災害復旧費

宅地所有者等との工事実施に向けた最終的な確認作業が完了した
地区において行う、格子状地盤改良による液状化対策事業の工事な
どの経費（14地区分）。

大規模な地震の際、緊急物資の輸送や市民の避難が行えるよう、
緊急輸送路に指定されている幹線道路の液状化対策として、設計及
び工事を行う。

予算書
ページ

災害復旧費

公共土木施設災害復旧費

道路橋りょう災害復旧費

27年度
当初予算額

26年度
当初予算額

震災により被災した道路等の本復旧工事を行う。
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